
【環境と都市基盤】

１　施策の基本情報

施策名 A01-01

施策分野 A01

２　施策を構成する主な事業の評価 （事務事業評価シートより）

H23 H24 H25 H26 H27
指     標 Ｂ Ｂ Ａ Ａ

事業進捗 Ｂ Ｂ Ａ Ａ

効 率 性 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

指     標 A A A Ａ

事業進捗 A A A Ａ

効 率 性 B B B Ｂ
指     標
事業進捗
効 率 性
指     標
事業進捗
効 率 性

３　施策を構成する主な事業の事業費 （単位：千円）

担当課
H23

(決算)
H24

(決算)
H25

(決算)
H26

(決算)
H27

(予算)

環境政策課 457 488 6,284 6,607 575

環境政策課 1,096 909 987 962 1,055

４　一次評価

５　最終評価

施策評価シート

みどりを育む仕組みづくり 総括担当

みどりと水 環境政策課

施策の方向性

豊かなみどりを守るために、市民の自然を守る心を高め、市民
参加による公園・緑地づくりなど、みどりを育む仕組みづくりを
推進する。

関連課

環境政策課

事業名 成果活動指標
評価

環境基本計画の推進と
策定

環境基本計画の達成率

花壇ボランティア、環境
美化サポーター制度など
の充実

花壇ボランティア、環境美化サポー
ターなどが活動する公園数

事業名 予算名称

花壇ボランティア、環境美
化サポーター制度などの充
実

公園美化市民市民協働に要する経費

環境基本計画の推進と策
定

環境対策事務に要する経費

A・・・推進
B・・・一部課題あり
C・・・課題あり

【環境基本計画の推進と策定】
・６項目の重点的取り組みについて、「環境学習を全市に広げる」「推進のネットワークをつくる」「緑の保全とネットワークづくり」については未
達成の項目があるものの比較的順調に進捗している。
・一方で、市民環境基金の設立や、市民と農家の交流の支援、野川の水のめぐりの回復など、目標を達成できていない項目もあり、より一層
の努力が求められるごみ減量と合わせて、今後の課題である。
・小金井市環境基本計画の改訂に際しては、取組の方向性や施策内容について数値目標や達成度の設定を意識するなど、計画の進捗状
況の評価に際し、定量的な評価を行える仕組みづくりを意識して改訂作業を行った。
【花壇ボランテイア、環境美化サポーター制度などの充実】
・施策の推進は指標のとおり、順調である。
・花壇ボランテイア、環境美化サポーター制度などの充実について、活動する公園数が着実に増加している点は評価できる。しかし、参加者
数の横ばい等は今後の課題である。
・みどりを大切にする意識の啓発を図るために、市民が進んで参加し行政と協働で公園・緑地づくりを行うことで、施策の推進に寄与してい
る。

評価 （特記意見）
　指標である「花壇ボランティア、環境美化サポーターなどが活動する公園数」は目標を達成してお
り、市民が進んで参加できるみどりの維持・管理の仕組みづくりに貢献している。Ｂ

26年度評価（ Ｂ ） （課題）
　改訂された第２次環境基本計画（平成27年度～平成32年度）に基づき、環境の保全等に関する施
策を総合的かつ計画的に推進していくため、「計画の進行管理と評価の仕組み（ＰＤＣＡサイクル）」
の実践を図っていく必要がある。



【　基　本　情　報　】

【　「主な事業」に対する評価等　】

成果活
動指標

事業
進捗

予算額
(千円)

指標
結果

決算額
(千円)

指標
事業
進捗

効率性

○ 推進

現状維持

改善

縮小

完了・中止

みどりを育む仕組みづくり A01-01

みどりに対する意識の啓発
A01-
01001

環境審議会及び庁内推進組織である環境基本計画
推進本部を開催し、環境報告書などの点検・評価を行
う。
また、環境基本計画の改訂に向けて、改訂検討委員
会を開催して素案の内容を検討し、合わせてパブリッ
クコメント、子どもワークショップ等を行う。

457

488

○指標結果は目標を達成していないが、前年度の取組に加
え、環境市民会議とJAが中心となって、市民のニーズと農
家をマッチングさせており、市民農園などを通じて交流を深
めている。
○効率性については、点検・評価にかかる最低限の経費で
実施されており、これ以上の削減の余地はない。

B

実施経過・結果

BB

27年度 80.0% 推進
環境審議会及び庁内推進組織である環境
基本計画推進本部を開催し、環境報告書な
どの点検・評価を行う。

26年度 65.0% 検証

25年度 50.0% ↓

環境審議会及び庁内推進組織である環境基本
計画推進本部を開催し、環境報告書などの点
検・評価を行う。
また、環境基本計画の改訂に向けて、市民アン
ケートや事業者、市内活動団体、庁内ヒアリン
グなどの基礎調査を行い、素案を作成する。

6,807

6,682

23年度
Ｈ２０
－

推進
環境審議会及び庁内推進組織である環境
基本計画推進本部を開催し、環境報告書な
どの点検・評価を行う。

634

595

B

○指標結果は目標を達成していないが、小金井の環境を舞台に
様々な環境学習が展開され、学習の成果は情報発信され、他地域
との交流にも役立っている。また、緑が豊かに残され、市民がおもい
おもいの場所で散歩や観察を楽しんでいる。買い物行動の変化な
ど、市民・事業者がごみ減量に積極的に協力するようになった。
○効率性については、点検・評価にかかる最低限の経費で実施さ
れており、これ以上の削減の余地はない。

24年度 40.0% ↓
環境審議会及び庁内推進組織である環境
基本計画推進本部を開催し、環境報告書な
どの点検・評価を行う。

B B

33.3%

38.1%

小金井市環境基本条例・小金井市環境基本計画 担当課 環境政策課

計画（Ｐlan） 実施（Ｄo） 評価（Check）

具体的取組内容 評価の説明

基本事業

事業概要

目的（何のために） 環境の保全等に関する施策を総合的かつ計画的に推進する。

主な事業環境基本計画の推進と策定

実施方法（何をするか） 市、市民、事業者、教育機関がよりよい環境づくりに協働して取り組んでいく。

関連する法令・計画等

評価を踏まえた今
後の展開（Action）

61.9%

66.7%

環境報告書の作成が遅れ、環境審議会
による点検・評価が事後になってしまい、
報告書に別添で審議会の評価を付けるに
とどまってしまった。

作成した環境報告書案につき、環境審議
会の点検・評価を受けて内容を一部修正
した上で発行した。

事務事業評価シート

施策 成果活動指標 環境基本計画の達成率 重点プロジェクト

6,284
作成した環境報告書案につき、環境審議
会の点検・評価を受けて内容を一部修正
した上で発行した。

A B

6回の改訂検討委員会、子どもワークショップ等の開
催、パブリックコメントの実施、環境審議会への諮問
等を経て、環境基本計画の改訂を行った。
また、作成した環境報告書案につき、環境審議会の
点検・評価を受けて内容を一部修正した上で発行し
た。

6,607

A A

575

○展開
　６回の改訂検討委員会、子どもワークショップ等の開催、パブリックコメントの実施、環境審議会への諮問等を経て、環境基本計画の改訂を行い、第２次小金井市環境基本計画の作成
を行った。今後は環境審議会、庁内推進組織である環境基本計画推進本部、及び環境市民会議を中心に計画に沿った施策を展開していく。
○課題
　指標結果は目標を達成しているものの、前計画で掲げた目標の中には到底達成不可能なものも少なからずあり、目標達成に向けて施策を実行していく上での計画性に課題が残った
ので、今後現計画を推進していく上での課題としていきたい。

B

○指標結果は目標を達成しており、前年度の取組に加え、環境学
習拠点が整備され、地域に密着した環境学習のネットワークが機能
している。また、環境保全・創造活動に取り組む多くの団体・個人
が、お互いにコミニュケーションを取りながら取り組みを進めている。
○効率性については、点検・評価にかかる最低限の経費で実施さ
れており、これ以上の削減の余地はない。

A

○指標結果は目標を達成しており、前年度の取組に加え、
生ごみの循環利用を中心に、ごみ減量のための各種の取
組がより一層進んだ。
○効率性については、点検・評価にかかる最低限の経費で
実施されており、これ以上の削減の余地はない。



【　基　本　情　報　】

【　「主な事業」に対する評価等　】

成果活
動指標

事業
進捗

予算額
(千円)

指標
結果

決算額
(千円)

指標
事業
進捗

効率
性

○ 推進

現状維持

改善

縮小

完了・中止

みどりを育む仕組みづくり A01-01

市民による公園・緑地づくり
A01-
01002

市民ボランティアと連携し、調査等に市民
参加を募り、緑への関心を高めることで、
花壇ボランティア、環境美化サポーターの
充実を図る。

○ボランティア等が活動する公園数が増加し、目標活動指標を達
成した。
○参加公園数の増加により市民と市との協働によるまちづくりが
推進され、環境美化、緑に対する意識の向上が図られた。
○予算は活動用の消耗品、保険料、花苗であり、削減し効率性が
上がるものではない。

B

実施経過・結果

AA

27年度 １６園 ↓

市民ボランティアと連携し、調査等に市民
参加を募り、緑への関心を高めることで、
花壇ボランティア、環境美化サポーターの
充実を図る。

26年度 14園 ↓

25年度 12園 ↓

市民ボランティアと連携し、調査等に市民
参加を募り、緑への関心を高めることで、
花壇ボランティア、環境美化サポーターの
充実を図る。

23年度
Ｈ２０
8園

充実

公園等に意見、要望があった市民に対し
て、回答をする際に、花壇ボランティアや環
境美化サポータ制度の周知をし協働による
まちづくりの推進を図る。

1,124

1,095

B

○ボランティア等が活動する公園数が増加し、目標活動指標を達
成した。
○ボランティア等が活動する公園数の増加により市民と市との協
働によるまちづくりが推進され、環境美化、緑に対する意識の向上
が図られた。
○予算は活動用の消耗品、保険料、花苗であり、削減し効率性が
上がるものではない。

24年度 10園 ↓

公園等に意見、要望があった市民に対し
て、回答をする際に、花壇ボランティアや環
境美化サポータ制度の周知をし協働による
まちづくりの推進を図る。

A A

15公園

17公園

小金井市環境美化サポーター制度実施要綱、小金井市緑の基
本計画

担当課 環境政策課

計画（Ｐlan） 実施（Ｄo） 評価（Check）

具体的取組内容 評価の説明

みどりと環境プロジェクト
きずなを結ぶまちづくりプロジェクト

基本事業

事業概要

目的（何のために） 環境美化に対する意識の向上を図り、もって市民と市との協働によるまちづくりを推進する。

主な事業
花壇ボランティア、環境美化サポーター制度な
どの充実

実施方法（何をするか） 花壇活動、環境美化活動に必要な用具等の用意、保険の加入を通し、市民活動の支援をする。

関連する法令・計画等

評価を踏まえた今
後の展開（Action）

19公園

20公園

4公園で活動開始し、活動指標8公園に対し15
公園168名でボランティア等の活動が行われ
た。

２公園で活動開始し、活動指標10公園に対し
17公園179名でボランティア等の活動が行わ
れた。

事務事業評価シート

施策 成果活動指標 花壇ボランティア、環境美化サポーターなどが活動する公園数 重点プロジェクト

○展開/課題
・ボランティアが活動する公園数について、引き続き増加を図る。また、既にボランティアが活動している公園においても参加者の増加を検討し活動の充実を図る。
・今後は、緑調査等のボランティアと協力し、調査活動を通し環境美化に興味を持ってもらい、公園ボランティアに参加していただけるようにし、活動のさらなる充実を図る。
・公園利用実態調査結果より、住民のニーズを把握し、花壇ボランティア等新たに参加していただける公園の検討を図る。

B

○ボランティア等が活動する公園数が増加し、目標活動指標を達
成した。
○参加公園数の増加により市民と市との協働によるまちづくりが
推進され、環境美化、緑に対する意識の向上が図られた。
○予算は活動用の消耗品、保険料、花苗であり、削減し効率性が
上がるものではない。

A

○ボランティア等が活動する公園数が増加し、目標活動指標を達
成した。
○参加公園数の増加により市民と市との協働によるまちづくりが
推進され、環境美化、緑に対する意識の向上が図られた。
○予算は活動用の消耗品については削減してはいるが、保険料、
花苗については、削減し効率性が上がるものではない。

A B

1,095

1,074

1,055

１公園で活動開始し、活動指標1４公園に対し
20公園218名でボランティア等の活動が行わ
れた。

962

1,096

909

987
２公園で活動開始し、活動指標1２公園に対し
19公園182名でボランティア等の活動が行わ
れた。

A A



【環境と都市基盤】

１　施策の基本情報

施策名 A01-02

施策分野 A01

２　施策を構成する主な事業の評価 （事務事業評価シートより）

H23 H24 H25 H26 H27
指     標 B B B B

事業進捗 B B B B

効 率 性 B B B B

指     標

事業進捗

効 率 性

指     標

事業進捗

効 率 性

指     標

事業進捗

効 率 性

３　施策を構成する主な事業の事業費 （単位：千円）

担当課
H23

(決算)
H24

(決算)
H25

(決算)
H26

(決算)
H27

(予算)

環境政策課 227,514 7,923 4,685 4,485 5,041

４　一次評価

５　最終評価

施策評価シート

みどりの保全 総括担当

みどりと水 環境政策課

施策の方向性

保全緑地（環境保全緑地・保存樹木・保存生け垣）の指定推
進、生産緑地地区の指定、生け垣造成の推進、国分寺崖線に
残存する斜面緑地等の保存等を図り、みどりの保全に取り組
む。

関連課

環境政策課

事業名 成果活動指標
評価

緑の基本計画によるまと
まったみどりの保全

緑被率（速報値）

事業名 予算名称

緑の基本計画によるまと
まったみどりの保全

緑地等維持管理に要する経費(一部)
都市公園の整備に要する経費(一部)

26年度評価（ B ） （課題）
　緑被率の調査結果が現時点で把握できないが、市域のみどりについては、農地の相続等により減
少傾向にある。環境保全緑地の指定を推進するとともに、保存樹木の指定等を活用するなどして、
民有地のみどりを保全し、みどりの減少傾向を緩和することが重要である。
　生け垣造成の推進については、助成を行うことがみどりの保全への動機づけとなっているか、他の
有効な手法がないかも含めてその誘導効果について検証が必要である。

・緑被率の調査結果が現時点で把握できないが、緑の基本計画による保全緑地の指定、生け垣造成の推進等を
行うことで、まとまったみどりの保全が図られ、施策の推進に寄与している。しかし、保存樹木等は減少傾向にあ
る。生け垣造成の推進、民有地のみどりの保全により、みどりの減少傾向を緩和することが重要である。

評価 （特記意見）

B

A・・・推進
B・・・一部課題あり
C・・・課題あり



【　基　本　情　報　】

【　「主な事業」に対する評価等　】

成果活
動指標

事業
進捗

予算額
(千円)

指標
結果

決算額
(千円)

指標
事業
進捗

効率性

○ 推進

現状維持

改善

縮小

完了・中止

4,485

評価を踏まえた今
後の展開（Action）

○展開
民有地のみどりの保全のため、環境保全緑地、保存生け垣、保存樹木の指定推進及び生け垣造成の推進等を継続して行っていく。
生け垣制度について、周知方法等を含め検討し、さらなる充実を図る。
○課題
緑被率は10年に１度算出しているため指標結果が「-」となる。

5,041

○緑被率は10年に１度算出しているため、評価については前年どおり。
〇保存樹木、保存生け垣は減少した。
○予算は保存樹木の奨励金等であり節減する余地がない。

一部が民有地から市有地となったため環境保
全緑地の指定面積は減少しているが、緑地と
して維持されている。保存樹木は減少、保存
生け垣は増加、生け垣造成は３件だった。

B B B

○緑被率は10年に１度算出しているため、評価については前年どおり。
〇保存樹木は減少、保存生け垣は増加した。
○予算は保存樹木の奨励金等であり節減する余地がない。

-
環境保全緑地は維持、保存樹木、保存生け
垣は減少、生け垣造成は２件だった。

B B B

227,514

7,923

228,381

8,382

5,369

5,201

- 4,685

-

みどりの保全 A01-02

緑地の確保・整備
A01-
02004

環境保全緑地の指定、生け垣造成の推進、
保存樹木・保存生け垣の指定を行う。

↓

↓
特別緑地保全地区用地の整備、環境保全
緑地の指定、生け垣造成の推進、保存樹
木・保存生け垣の指定を行う。

緑の基本計画によるまとまったみどりの保全

目的（何のために）

滄浪泉園緑地はけうえ広場用地（特別緑地保
全地区、国分寺崖線）を取得した。環境保全
緑地の指定面積は維持、保存樹木・保存生け
垣は共に減少、生け垣造成は１件だった。

○緑被率は10年に１度算出しているため、評価については前年どおり。
〇計画にある特別緑地保全地区の保全は進んでいるが、保存樹木・保存
生け垣は減少した。
〇保存樹木・保存生け垣等の指定要件を緩和し、指定の推進を図った。
○予算は取得用地の整備費、保存樹木の奨励金等であり節減する余地
がない。

B

実施経過・結果

BB B

○緑被率は10年に１度算出しているため指標結果を「-」とした。しかし、前
回調査で減少割合が高かった農地が、現況も減少しているため、数値は
減少または、横ばいを推定する。
○計画にある特別緑地保全地区の保全は進んでいるが、保存樹木・保存
生け垣は減少した。
○予算は用地取得に係る用地取得費、保存樹木の奨励金等であり節減す
る余地がない。

B

27年度 維持 ↓
環境保全緑地の指定、生け垣造成の推進、
保存樹木・保存生け垣の指定を行う。

26年度 維持

25年度 維持 ↓
環境保全緑地の指定、生け垣造成の推進、
保存樹木・保存生け垣の指定を行う。

23年度
Ｈ２０
27.9％

推進
特別緑地保全地区用地の取得、環境保全
緑地の指定、生け垣造成の推進、保存樹
木・保存生け垣の指定を行う。

24年度 維持 B

-

計画（Ｐlan） 実施（Ｄo） 評価（Check）

具体的取組内容 評価の説明

滄浪泉園緑地はけうえ広場用地（特別緑地保
全地区、国分寺崖線）を整備した。一部が民
有地から都有地となったため環境保全緑地の
指定面積は減少しているが、緑地として維持
されている。保存樹木・保存生け垣は共に減
少、生け垣造成は７件だった。

実施方法（何をするか）
緑の基本計画にある特別緑地保全地区の指定、保全緑地（環境保全緑地・保存樹木・保存生け垣）の指定推進、
生け垣造成の推進等を行う。

関連する法令・計画等
都市緑地法、小金井市緑地保全及び緑化推進条例、小金井市生け
垣造成奨励金交付要綱、小金井市緑の基本計画

担当課 環境政策課

基本事業

事業概要

市民の健康で快適な生活環境を確保するために、みどりの保全を行う。

事務事業評価シート

施策 成果活動指標 緑被率（速報値） 重点プロジェクト みどりと環境プロジェクト

主な事業



【環境と都市基盤】

１　施策の基本情報

施策名 A01-03

施策分野 A01

２　施策を構成する主な事業の評価 （事務事業評価シートより）

H23 H24 H25 H26 H27
指     標 B B B Ｂ

事業進捗 A B B Ｂ

効 率 性 B B B Ｂ

指     標 A A A Ａ

事業進捗 A A A Ｂ

効 率 性 B B B Ｂ

指     標 B B B Ｂ

事業進捗 B B B Ｂ

効 率 性 B B B Ｂ

３　施策を構成する主な事業の事業費 （単位：千円）

担当課
H23

(決算)
H24

(決算)
H25

(決算)
H26

(決算)
H27

(予算)

区画整理課 0 0 0 0 0

環境政策課 0 224,622 8,400 0 0

道路管理課 21,849 23,624 25,200 11,880 67,824

４　一次評価

５　最終評価

26年度評価（ B ） （課題）
　東小金井駅北口の公園整備は、東小金井駅北口区画整理事業の進捗に合わせて、適時に事業
を推進できるよう、関係機関との調整が必要である。
　都市計画公園の整備については、地域の理解を得ながら、財政負担も考慮に入れ、国・都支出金
等の活用を図りつつ、計画的に事業を進めていく必要がある。
　また、工事内容を見直す等効果的・効率的な手法について検討し、経費削減に努める必要があ
る。

A・・・推進
B・・・一部課題あり
C・・・課題あり

市民１人当たりの公園の整備面積

重点的に整備を進める都市計画公
園の整備の進捗状況

都市計画道路の緑化率

事業名 予算名称

都市公園の整備に要する経費(一部)

-

区画整理課
環境政策課
道路管理課

関連課

施策の方向性

評価
成果活動指標事業名

東小金井駅北口の公園
整備

小長久保公園の整備

東小金井駅北口の公園整
備

施策評価シート

総括担当

環境政策課

みどりの創出

みどりと水

都市計画公園の整備や公園、公共施設、道路などの緑化を進
めることにより、みどりのネットワークの形成を図り、みどりの
創出を推進する。

都市計画道路の緑化

B

小長久保公園の整備

都市計画道路の緑化

道路維持補修に要する経費(一部)

評価 （特記意見）
　重点的に整備を進める都市計画公園の整備の進捗状況については、目標を達成しており、みどり
の創出に貢献していると言える。

【東小金井駅北口の公園整備】
・東小金井駅北口については、公園整備が完了した場合は、指標の市民1人当たりの公園整備面積が伸び、みど
りの創出が図られ、施策の推進に寄与する。しかし、関係機関との協議に相当な期間を要し、現状は整備計画作
成まで至っていないため、みどりの創出に影響を与えていない。
【小長久保公園の整備】
・重点的に整備を進める都市計画公園については、平成２６年度の事業は計画通り進まなかった部分もある。しか
し、指標としては目標を達成しており、みどりの創出に貢献しており、今後の整備については、推進する計画であ
る。計画を実行する際は、財政負担も考慮に入れ、国・都支出金等の活用を図りながら事業を進める必要がある。
【都市計画道路の緑化】
・都市計画道路の整備事業の一環で植樹工事を行うこととしているが、平成26年度は植樹に向けての環境整備を
行った。



【　基　本　情　報　】

【　「主な事業」に対する評価等　】

成果活
動指標

事業
進捗

予算額
(千円)

指標
結果

決算額
(千円)

指標
事業
進捗

効率性

○ 推進

現状維持

改善

縮小

中止

評価を踏まえた今
後の展開（Action）

○展開/課題
【展開】
土地区画整理事業の進捗に併せて公園を整備する。平成31年度事業終了予定。
【課題】
関係機関との協議は相当な時間がかかるので、可能な限り迅速に対応することが求められる。

○指標は達成していないが、公園整備に向けて事業は進捗
している。
○駅前公園の整備計画を作成するに当たり、更なる周辺施
設との調整が必要である。
○現段階では、事業にかかる具体的な経費はない。

27年度

周辺施設との調整事項があるため、整備計画
作成までには至らなかった。調整には更なる
時間を要する。

B B B

○指標は達成していないが、公園整備に向けて事業は進捗
している。
○駅前公園の整備計画を作成するに当たり、更なる周辺施
設との調整が必要である。
○現段階では、事業にかかる具体的な経費はない。

6.77㎡
周辺施設との調整事項があるため、整備計画
作成までには至らなかった。調整には更なる
時間を要する。

B B B

0

0

0

0

0

6.80㎡ 0

0

みどりの創出 A01-03

都市計画公園の整備・拡大
A01-
03006

関係機関等の協議や周辺施設等の調整を
踏まえ、東小金井駅北口公共施設整備計
画に基づく駅前公園整備を具体化する。

○指標は達成していないが、公園整備に向けて事業は進捗
している。
○駅前公園の整備計画を作成するに当たり、更なる周辺施
設との調整が必要である。
○現段階では、事業にかかる具体的な経費はない。

B

実施経過・結果

AB

7.05㎡ ↓

関係機関等の協議や周辺施設等の調整を
踏まえ、東小金井駅北口公共施設整備計
画に基づく駅前公園整備を具体化する。併
せて公園整備に向け、地区内建物の移転
を推進する。

26年度 7.03㎡ ↓

25年度 7.01㎡ ↓
関係機関等の協議や周辺施設等の調整を
踏まえ、東小金井駅北口公共施設整備計
画を作成し、駅前公園整備を具体化する。

23年度
H20
6.97㎡

検討

東小金井駅北口土地区画整理事業の地権
者を中心に構成されたまちづくり協議会に
おいて提案された具体的な整備内容につい
て検討を行う。

0

0

B

○指標は達成していないが、公園整備に向けて事業は進捗
している。
○パブリックコメントを実施し、市民の意見を伺うことができ
たが、周辺施設との調整事項が必要な状況である。
○現段階では、事業にかかる具体的な経費はない。

24年度 6.99㎡ 推進
関係機関等の協議や周辺施設等の調整を
踏まえ、東小金井駅北口公共施設整備計
画を作成し、駅前公園整備を具体化する。

B B

6.86㎡

6.84㎡

計画（Ｐlan） 実施（Ｄo） 評価（Check）

具体的取組内容 評価の説明

目的（何のために） 土地区画整理事業において、東小金井駅北口駅前の公園を整備する。

主な事業東小金井駅北口の公園整備

実施方法（何をするか） 地権者を中心として構成されたまちづくり協議会で提案された案をベースに公園整備計画の作成及び整備を行う。

関連する法令・計画等 土地区画整理法 担当課 区画整理課

まちづくり協議会案について市で精査を行い、
実現可能性を検討した。

周辺施設との調整事項があるため、整備計画
作成までには至らなかった。調整には更なる
時間を要する。

事務事業評価シート

施策 成果活動指標 市民１人当たりの公園の整備面積 重点プロジェクト

基本事業

事業概要



【　基　本　情　報　】

【　「主な事業」に対する評価等　】

成果活
動指標

事業
進捗

予算額
(千円)

指標
結果

決算額
(千円)

指標
事業
進捗

効率性

○ 推進

現状維持

改善

縮小

完了・中止

取得した用地は暫定的に整備を行い、児童の
遊び場として利用。

取得した用地は暫定的に整備を行い、児童の
遊び場として利用。

事務事業評価シート

施策 成果活動指標 重点的に整備を進める都市計画公園の整備の進捗状況 重点プロジェクト みどりと環境プロジェクト

基本事業

事業概要

目的（何のために） みどりの増加にむけた緑地保全及び児童の遊び場確保等

主な事業 小長久保公園の整備

実施方法（何をするか） 事業用地を取得し公園として整備する

関連する法令・計画等
都市計画法、都市公園法、都市計画・緑地の整備方針、
小金井市緑の基本計画

担当課 環境政策課

計画（Ｐlan） 実施（Ｄo） 評価（Check）

具体的取組内容 評価の説明

B

○計画面積5,100㎡に対して2,018㎡供用開始をし、成果活
動指標、事業進捗ともに計画を達成した。
○予算は用地取得に係る用地取得費、物件補償費等であ
り、削減する余地がない。

24年度 38.3% ↓
事業用地の事業認可を得て、用地取得を
推進する。
取得した用地を暫定整備する。

A A

39.6%

39.6%

25年度 42.9% ↓
事業用地の事業認可を得て、用地取得を
推進する。
取得した用地を暫定整備する。

23年度
Ｈ２０
33.7%

推進
事業用地の事業認可を得て、用地取得を
推進する。
0

258,034

52% ↓
事業用地の事業認可を得て、用地取得を
推進する。
取得した用地を暫定整備する。

26年度 47.5% ↓

みどりの創出 A01-03

都市計画公園の整備・拡大
A01-
03006

事業用地の事業認可を得て、用地取得を
推進する。
取得した用地を暫定整備する。

○計画面積5,100㎡に対して2,018㎡供用開始をし、成果活
動指標、事業進捗ともに計画を達成した。
○予算は用地取得に係る用地取得費、物件補償費等であ
り、削減する余地がない。B

実施経過・結果

AA

8,820

0

0

0

224,622

48.3% 8,400

0

取得した用地は暫定的に整備を行い、児童の
遊び場等として利用。

A A B

○計画面積5,100㎡に対して2,464㎡供用開始をし、成果活
動指標、事業進捗ともに計画を達成した。
○予算は用地取得に係る用地取得費、物件補償費等であ
り、削減する余地がない。

48.3%
取得した用地は暫定的に整備を行い、児童の
遊び場等として利用。

A B B

評価を踏まえた今
後の展開（Action）

○展開/課題
  小長久保公園は現在取得用地が分断されており、一体的な整備を進める必要がある。
　災害時における避難路として位置づけや、災害時の延焼を遮断する効果が有効である広場であることから優先整備区域となっている。
　一部開園することにより当面広場としての機能を生かし、今後の用地取得状況に合わせて整備を進める。また、地元の理解を得ながら事業用地の取得を推進する。

○計画面積5,100㎡に対して2,464㎡供用開始をしているとこ
ろであるが、平成26年度については、用地取得に至らなかっ
た
○予算は用地取得に係る用地取得費、物件補償費等であ
り、削減する余地がない。

27年度



【　基　本　情　報　】

【　「主な事業」に対する評価等　】

成果活
動指標

事業
進捗

予算額
(千円)

指標
結果

決算額
(千円)

指標
事業
進捗

効率
性

○ 推進

現状維持

改善

縮小

中止

評価を踏まえた今
後の展開（Action）

○展開
　　用地取得完了後、速やかに工事を行い、早期完成を目指す。
〇課題
　　迅速に事業を進めるための関係機関との連携強化。

Ｂ

〇指標は都市計画道路緑化率＝都市計画道路の整備率で
ある。
○用地取得後は速やかに工事を行っているが、今年度は植
樹に関する工事が無かった。
○経費は工事費のみであるため、削減の余地はなし。

27年度 50.0% ↓ 67,824

都市計画道路３・４・１２号線街路築造工事
都道１３４号線街路築造工事

上記工事件名の中で、植樹帯や植樹を実
施

○用地取得後は速やかに工事を行っているが、今年度は植
樹に関する工事が無かった。
○経費は工事費のみであるため、削減の余地はなし。

都市計画道路３・４・１２号線街路築造工
事
上記工事件名の中で、26年度は植樹帯や
植樹箇所は未実施

Ｂ Ｂ

44.3%

45.3% 11,880

B

都道１３４号線
施工延長97.6ｍ　低木77株　緑化面積7.0㎡

B B B

26年度 48.0% ↓ 15,768

都市計画道路３・４・１２号線街路築造工事
都道１３４号線街路築造工事

上記工事件名の中で、植樹帯や植樹を実
施

○指標については、概ね順調である。
○用地取得後は速やかに工事を行っている。
○経費は工事費のみであるため、削減の余地はなし。

25年度 46.0% ↓ 39,270

都市計画道路３・４・１２号線街路築造工事
都道１３４号線街路築造工事

上記工事件名の中で、植樹帯や植樹を実
施

25,200

都市計画道路３・４・１２号線街路築造工
事
都道１３４号線街路築造工事
上記工事件名の中で、25年度は植樹帯や
植樹箇所は未実施

B B

B B
○指標については、概ね順調である。
○用地取得後は速やかに工事を行っている。
○経費は工事費のみであるため、削減の余地はなし。

24年度 44.3% ↓ 28,140

都市計画道路３・４・１２号線街路築造工事
都道１３４号線街路築造工事

上記工事件名の中で、植樹帯や植樹を実
施

44.3% 23,624

評価の説明

23年度
H20
39.0%

推進 33,495

都市計画道路３・４・１２号線街路築造工事
都道１３４号線街路築造工事

上記工事件名の中で、植樹帯や植樹を実
施

39.0% 21,849
都市計画道路３・４・１２号線
施工延長220ｍ　低木1,484株　緑化面積
164.87㎡

B

関連する法令・計画等 都市計画法第59条 担当課 道路管理課

計画（Ｐlan） 実施（Ｄo） 評価（Check）

具体的取組内容 実施経過・結果

基本事業 道路などの緑化
A01-
03008

事業概要

目的（何のために） 小金井市の都市計画に基づき都市計画決定された、都市形成に不可欠な骨格である都市計画街路を整備する

主な事業都市計画道路の緑化

実施方法（何をするか）
都市計画決定された街路区域の用地買収、街路工事を請負工事で行い歩道や交通広場の緑化などによりまちの美観に
配慮した緑化を推進する。

事務事業評価シート

施策 みどりの創出 A01-03 成果活動指標 都市計画道路の緑化率 重点プロジェクト



【環境と都市基盤】

１　施策の基本情報

施策名 A01-04

施策分野 A01

２　施策を構成する主な事業の評価 （事務事業評価シートより）

H23 H24 H25 H26 H27
指     標 A A A A

事業進捗 A A A A

効 率 性 A A A A

指     標

事業進捗

効 率 性

指     標

事業進捗

効 率 性

指     標

事業進捗

効 率 性

３　施策を構成する主な事業の事業費 （単位：千円）

担当課
H23

(決算)
H24

(決算)
H25

(決算)
H26

(決算)
H27

(予算)

下水道課 2,263 210 324 150 1,000

４　一次評価

５　最終評価

雨水浸透施設等設置助成事業に要す
る経費

施策評価シート

水辺の拡大 総括担当

みどりと水 下水道課

施策の方向性

地下水の涵養と湧水の回復のため雨水の貯留浸透を進める
ことにより、清流の復活に取り組むだけでなく、更なる水辺の
創出を推進していきます。

関連課

下水道課

予算名称

事業名 成果活動指標
評価

雨水浸透・貯留施設設
置への助成

雨水浸透ますの設置率

雨水浸透・貯留施設設置へ
の助成

事業名

A・・・推進
B・・・一部課題あり
C・・・課題あり

・雨水浸透ますは、ますに集めた雨の一部が地中に浸み込むことによって、全ての雨水が一度に川に流れ込ま
ず、浸み込んだ雨は、地下水や湧水となってゆっくりと川に到達することにより、浸水被害を軽減し、また、樹木の
育成を助け、水辺の拡大に効果がある。
・当該事業の成果活動指標である雨水浸透ますの設置率は、目標を上回っており、施策の推進については概ね
順調であるものの、年々、建物の老朽化で建替え等により、申請件数が減ってきている。しかし、補助対象となる昭
和63年9月以前の建物も現在相当数存在することから、既存住宅所有者への助成制度の周知方法についても検
討し、事業を継続していく必要がある。

評価 （特記意見）
　雨水浸透ますの設置率は、計画どおり目標を達成しており、雨水の地下浸透対策は推進している
と言える。B

26年度評価（-） （課題）
　今後は、助成件数が伸び悩んでいることから、住宅所有者への助成制度の周知について検討す
るとともに、助成事業であることを踏まえて、費用対効果からの事業の継続性、終期についても検討
する必要がある。



【　基　本　情　報　】

【　「主な事業」に対する評価等　】

成果活
動指標

事業
進捗

予算額
(千円)

指標
結果

決算額
(千円)

指標
事業
進捗

効率
性

推進

○ 現状維持

改善

縮小

中止

評価を踏まえた今
後の展開（Action）

○展開/課題
　雨水浸透ます設置助成事業としては、年々申請件数は減っているが、設置率は、新築・増改築のほぼ全件で雨水浸透ますを設置しているため目標を上回り、基本事業の雨水の地下
浸透対策としては、順調に進捗している。
　また、助成件数は減少しているが、補助対象となる昭和63年9月以前の建物も現在相当数存在することから、既存住宅所有者への助成制度の周知方法についても検討し、事業を継
続していく。

Ａ

○指標の目標対しては上回っている。
○助成対象は、昭和63年9月以前の建物のため助成件数は
年々減っているが、市民と業者の理解を得、新築・増改築の
ほぼ全件で雨水浸透ますを設置しているため、設置率は目
標を上回っている。

27年度 55.0% ↓ 1,000
市報・ホームページ等でＰＲし既存の住宅
に雨水浸透施設を設置する際の助成を行
う。

○指標の目標対しては上回っている。
○助成対象は、昭和63年9月以前の建物のため助成件数は
年々減っているが、市民と業者の理解を得、新築・増改築の
ほぼ全件で雨水浸透ますを設置しているため、設置率は目
標を上回っている。

1件、5基に対して助成を行った。助成件数
は少ないが、新築・増改築のほぼ全件で
雨水浸透ますを設置しているため、設置
率は目標を上回っている。

Ａ Ａ

58.9%

59.9% 150

Ａ

2件、8基に対して助成を行った。助成件数
は少ないが、新築・増改築のほぼ全件で
雨水浸透ますを設置しているため、設置
率は目標を上回っている。

Ａ Ａ Ａ

26年度 54.5% ↓ 2,000
市報・ホームページ等でＰＲし既存の住宅
に雨水浸透施設を設置する際の助成を行
う。

○指標の目標対しては上回っている。
○助成対象は、昭和63年9月以前の建物のため助成件数は
年々減っているが、市民と業者の理解を得、新築・増改築の
ほぼ全件で雨水浸透ますを設置しているため、設置率は目
標を上回っている。

25年度 54.0% ↓ 3,000
市報・ホームページ等でＰＲし既存の住宅
に雨水浸透施設を設置する際の助成を行
う。

324

5件、12基に対して助成を行った。助成件
数は少ないが、新築・増改築のほぼ全件
で雨水浸透ますを設置しているため、設置
率は目標を上回っている。

Ａ Ａ

Ａ Ａ

○指標の目標対しては上回っている。
○助成対象は、昭和63年9月以前の建物のため助成件数は
年々減っているが、市民と業者の理解を得、新築・増改築の
ほぼ全件で雨水浸透ますを設置しているため、設置率は目
標を上回っている。

24年度 53.0% ↓ 3,000
市報・ホームページ等でＰＲし既存の住宅
に雨水浸透施設を設置する際の助成を行
う。

57.6% 210

評価の説明

23年度
H20
52%

拡充 4,000
市報・ホームページ等でＰＲし既存の住宅
に雨水浸透施設を設置する際の助成を行
う。

56.4% 2,263

18件、88基に対して助成を行った。また、
新築・増改築のほぼ全件で雨水浸透ます
を設置しているため、設置率は目標を上
回っている。

Ａ

関連する法令・計画等
小金井市雨水浸透施設等設置助成金交付要綱
小金井市雨水貯留施設設置費補助金交付要綱（環境政策課） 担当課 下水道課

計画（Ｐlan） 実施（Ｄo） 評価（Check）

具体的取組内容 実施経過・結果

基本事業 雨水の地下浸透対策
A01-
04011

事業概要

目的（何のために） 地下水の涵養と湧水の回復、また、下水道に流入する雨水の量を軽減するため雨水の浸透・貯留を進める。

主な事業雨水浸透・貯留施設設置への助成

実施方法（何をするか） 既存の住宅などに、雨水浸透施設・雨水貯留施設を設置する際の助成を行う。

事務事業評価シート

施策 水辺の拡大 A01-04 成果活動指標 雨水浸透ますの設置率 重点プロジェクト



【環境と都市基盤】

１　施策の基本情報

施策名 A02-05

施策分野 A02

２　施策を構成する主な事業の評価 （事務事業評価シートより）

H23 H24 H25 H26 H27
指     標 A A A A

事業進捗 A A A A

効 率 性 B B A A

指     標 A A A B

事業進捗 A A A A

効 率 性 B B B B

指     標

事業進捗

効 率 性

指     標

事業進捗

効 率 性

３　施策を構成する主な事業の事業費 （単位：千円）

担当課
H23

(決算)
H24

(決算)
H25

(決算)
H26

(決算)
H27

(予算)

ごみ対策課 0 0 0 0 0

ごみ対策課 80,058 89,188 89,064 84,641 87,106

４　一次評価

５　最終評価

26年度評価（ B ） （課題）
　３R（リデュース、リユース、リサイクル）の推進を始めとする啓発活動に取り組んでいるが、平成26年
度は燃やすごみの処理量が増加に転じてしまった。今後、循環社会の形成に向けて、ごみの発生
抑制への気づきやきっかけを作る機会を提供することによって、市民一人ひとりがごみ減量に取り組
んでいただくため、更なる施策の周知に努める必要がある。

A・・・推進
B・・・一部課題あり
C・・・課題あり

・広報媒体を通して、発生抑制を最優先とした３Rの推進をはじめとする啓発活動の取り組みを継続的に行った結
果、ごみ排出量の減少という成果につながった。本市の可燃ごみ処理の現状を踏まえ、引き続き、ごみ減量・資源
化の推進を図ることが求められていることから、これまでの広報媒体による啓発の蓄積等のノウハウを踏まえ、限ら
れた財源の中でより効果的な啓発方法を検討していく必要がある。
・焼却処理量の最小化を図ること等を前提としたごみ処理建設基本設計書に基づき、燃やすごみの減量を最優先
課題として取り組んでいる中、平成２６年度は、前年度と比較して各種のごみの総排出量は減少したものの、燃や
すごみ量については増加に転じてしまった。１人でも多くの市民が、１つでも多くの減量のための行動に取り組ん
でいただくための施策を講じ、燃やすごみの減量のため、改めて注力をしていかなくてはならない。

評価 （特記意見）
　指標である市民１人１日あたりのごみ総排出量は、毎年着実に目標を達成している。また、総資源
化率については、昨年度より若干数値は減少したものの概ね目標を達成している。今後も市民のご
理解・ご協力のもと更なる指標の達成に努めることが望まれる。

B

ごみ削減ノウハウ集の作成 -

有機性資源の循環システム
の構築

ごみ減量啓発に要する経費(一部)
資源ごみ回収に要する経費(一部)

事業名 予算名称

有機性資源の循環シス
テムの構築

総資源化率

施策評価シート

循環社会の形成 総括担当

ごみとまちの美化 ごみ対策課

施策の方向性

環境への負荷を最大限軽減し、循環社会の形成を図るため、
市民・事業者・行政が一体となり、ごみ減量・再使用・再資源化
の推進を図る。

関連課

ごみ対策課

事業名 成果活動指標
評価

ごみ削減ノウハウ集の作
成

市民１人１日当たりのごみ総排出量



【　基　本　情　報　】

【　「主な事業」に対する評価等　】

成果活動
指標

事業
進捗

予算額
(千円)

指標
結果

決算額
(千円)

指標
事業
進捗

効率性

○ 推進

現状維持

改善

縮小

完了・中止

事務事業評価シート

施策 循環社会の形成 A02-05 成果活動指標 市民１人１日当たりのごみ総排出量 重点プロジェクトみどりと環境プロジェクト

基本事業 ごみの発生抑制
A02-
05013

事業概要

目的（何のために） 家庭系ごみの減量を目指し、環境に配慮した商品の購入等、ごみを発生させない生活様式の誘導を図る。

主な事業 ごみ削減ノウハウ集の作成

実施方法（何をするか） 広報媒体等を通じて、発生抑制に関する啓発活動を行う。

関連する法令・計画等
廃棄物の処理及び清掃に関する法律、小金井市廃棄物の処理及び再利用
の促進に関する条例、一般廃棄物処理計画

担当課 ごみ対策課

計画（Ｐlan） 実施（Ｄo） 評価（Check）

具体的取組内容 実施経過・結果 評価の説明

23年度
Ｈ20
675.5ｇ

検討 0
市報こがねいごみ減量・リサイクル特集（年４回）
市ＨＰへの掲載（随時）
ごみ・リサイクルカレンダー市内全戸配布

611.7ｇ 0
総排出量は年々減少しており、市報、ＨＰ及び
ごみ・リサイクルカレンダー等での啓発効果が
着実に浸透された結果となった。

Ａ Ｂ

○ごみの減量が推進されたことにより、処理費用も減少しており、経
費削減に寄与した形となったが、本市の現状等も踏まえ、さらなる
減量が必要である。
○ごみ削減ノウハウ集については未着手であるが、作成のための
情報収集に努めた。

24年度 更なる
減量 ↓ 0

市報こがねいごみ減量・リサイクル特集（年４回）
市ＨＰへの掲載（随時）
ごみ・リサイクルカレンダー市内全戸配布
ごみ減量啓発ＤＶＤ及びリーフレットの作成

601.5ｇ 0

市報こがねいごみ減量・リサイクル特集（年４回）
市ＨＰへの掲載（随時）
ごみ・リサイクルカレンダー市内全戸配布
リユース食器の無料貸し出しの実施
ごみ減量啓発かるたの作成

0

リユース食器の無料貸し出し及びごみ減量啓
発かるたを作成しかるた大会を実施する等、一
定の減量効果に寄与しており、さらに、従前か
らの広報媒体についても内容に工夫を凝らした
結果、一定の減量効果に寄与した。

Ａ Ａ

Ａ

26年度 更なる
減量 ↓ 0

市報こがねいごみ減量・リサイクル特集（年４回）
市ＨＰへの掲載（随時）
ごみ・リサイクルカレンダー市内全戸配布
リユース食器の無料貸し出しの実施
チラシの全戸配布

○平成２４年度一般廃棄物処理計画において、特にライフスタイル
の変化が著しい若年層に対しての啓発を強化していくことを掲げて
いる中、助成金を活用して作成したＤＶＤ等により３Ｒの推進を幅広
く訴えることができ、ごみ減量につながったことから処理費用も減少
しており、経費削減に寄与した。
○ごみ削減ノウハウ集については未着手であるが、作成のための
情報収集に努めた。

25年度 更なる
減量 ↓ 0 Ａ

ごみ減量啓発ＤＶＤ及びリーフレットを作成し、
市内イベント及び出前講座にて上映等を行う
等、一定の減量効果に寄与しており、その他、
従前の広報媒体による継続的な啓発も含め、
より減量が推進された結果となった。

Ａ Ａ Ｂ

○啓発活動の取り組みを強化したことで、さらなるごみ減量につな
がり、処理費用も減少しており、経費削減に寄与した。
○従前からの蓄積等のノウハウを有効活用すべく啓発活動に取り
組んだ。

市報、HPによる継続的な広報に加え、チラシの
全戸配付等、発生抑制を最優先とした３Rの推
進等を幅広く啓発したことにより、一定のごみ
の減量が推進された。

Ａ Ａ

598.1ｇ

589.0ｇ 0

評価を踏まえた今
後の展開（Action）

○展開
　ごみの減量及び資源化の推進に向けては、市民１人ひとりが自らのライフスタイルを見直し、発生抑制を最優先とした３Rの取組を実践していくことが重要である。そのためには従前の広報
媒体による啓発の蓄積等のノウハウを踏まえた上で、周知方法等を含め検討し、効果的なごみの減量につながる市民への啓発方法に取り組んでいく。
○課題
　平成１８年１０月にごみ非常事態を宣言以降、多くの市民が本市の現状を理解し、市の施策に協力していただいた結果、ごみ減量に向けたノウハウを既に持ち、実践している現状がある。
ごみの減量が進んでいる中で、財政状況等も考慮しながらごみ削減ノウハウ集に特化せず、より効果的な啓発方法を幅広く検討していく必要がある。

Ａ

生ごみの水切りをはじめ、発生抑制を最優先とした３Rの推進等ご
みの減量に対する理解と関心を市民に幅広く周知するため、従前
の広報媒体による啓発の蓄積等のノウハウを活用するとともに、啓
発活動の取り組みを強化したことでごみの減量につながったことか
ら処理費用も減少し、経費削減に寄与した。

27年度 更なる
減量 作成 0

市報こがねいごみ減量・リサイクル特集（年４回）
市ＨＰへの掲載（随時）
ごみ・リサイクルカレンダー市内全戸配布
リユース食器の無料貸し出しの実施
チラシの全戸配布
スマートフォン向けごみ分別アプリケーションの配付



【　基　本　情　報　】

【　「主な事業」に対する評価等　】

成果活動
指標

事業
進捗

予算額
(千円)

指標
結果

決算額
(千円)

指標
事業
進捗

効率性

○ 推進

現状維持

改善

縮小

完了・中止

事務事業評価シート

施策 循環社会の形成 A02-05 成果活動指標 総資源化率 重点プロジェクトみどりと環境プロジェクト

基本事業 リサイクル（再生利用）、資源化の推進
A02-
05015

事業概要

目的（何のために） 生ごみ等の有機性資源を有効活用できる循環システムの構築を図る。

主な事業 有機性資源の循環システムの構築

実施方法（何をするか） これまでの有機性資源に関する各種施策をさらに発展・浸透させていくため、周知徹底を行う。

関連する法令・計画等
廃棄物の処理及び清掃に関する法律、小金井市廃棄物の処理及び再利用
の促進に関する条例、一般廃棄物処理計画

担当課 ごみ対策課

計画（Ｐlan） 実施（Ｄo） 評価（Check）

具体的取組内容 実施経過・結果 評価の説明

23年度
H20
42.8%

充実 83,647

枝木・草葉については、１束（袋）からの申込制
による回収を開始。※落ち葉は３袋より。

民間集合住宅に大型生ごみ処理機を１台導入
生ごみ処理機購入費補助制度の実施
市報・ＨＰ等における広報

47.9% 80,058

枝木・草葉については、これまでも４束（袋）以
上の申込制による回収を実施しており、全量資
源化していたが、１束（袋）からとしたことによ
り、枝木・草葉の回収量が大幅に増加した。
H22　119トン　⇒　H23　797トン

Ａ Ｂ

○特に枝木・草葉の資源回収により、燃やすごみの大幅な削減及
び有機性資源の大幅な回収・資源化処理を推進することができ、分
別の徹底が図られたことから、総資源化率の上昇となった。
○ごみ非常事態宣言を掲げている現状において、燃やすごみの減
量が最優先課題である中、必ずしも経費削減に寄与できているとは
言い難く、精査していく必要がある。

24年度
更なる
分別

↓ 102,136
民間集合住宅に大型生ごみ処理機を３台導入
生ごみ処理機購入費補助制度の実施
市報・ＨＰ等における広報

48.4% 89,188

民間集合住宅に大型生ごみ処理機を３台導入
生ごみ処理機購入費補助制度の実施
市報・ＨＰ等における広報
処理機購入後の使用方法等に係る広報
生ごみ乾燥物の有償引き渡し

89,064

従前からの広報媒体による継続的な啓発とそ
の内容に工夫を凝らした結果、枝木・草葉の回
収量が増加した。
枝木・草葉　H24　907トン　⇒　H25　967トン

Ａ Ａ

Ａ

26年度
更なる
分別

↓ 93,720

大型生ごみ処理機器購入費補助制度の制定
生ごみ処理機購入費補助制度の実施
市報・ＨＰ等における広報
減量啓発チラシの全戸配付
生ごみ乾燥物の有償引き渡し

○枝木・草葉に関しては、前年度比で回収量の増となり、一定の市
民への周知・徹底がなされた結果、総資源化率がさらに上昇した要
因となっている。
○ごみ非常事態宣言を掲げている現状において、燃やすごみの減
量が最優先課題である中、必ずしも経費削減に寄与できているとは
言い難く、精査していく必要がある。

25年度
更なる
分別

↓ 97,678 Ｂ

前年よりも周知徹底が図れたため、枝木・草葉
の回収量が増加した。
H23　797トン　⇒　H24　907トン

Ａ Ａ Ｂ

○啓発活動の取り組みを強化したことで、市民への周知・徹底がな
された結果、総資源化率がさらに上昇した要因となっている。
○燃やすごみの減量を最優先課題として取り組んでいる中、経費削
減に寄与できているとは言い難く、生ごみ乾燥物の有償引き渡しを
実施したが、引き続き、精査していく必要がある。

市報、HPの継続的な広報に加え、減量啓発に
関するチラシの全戸配付等、啓発活動に注力
している。剪定枝についても、継続的な啓発と
工夫に努め、枝木・草葉の回収量は、ほぼ横
ばいで推移している。
枝木・草葉　H25　967トン　⇒　H26　957トン

Ｂ Ａ

49.8%

49.2% 84,641

評価を踏まえた今
後の展開（Action）

○展開
　燃やすごみが増加している中、燃やすごみの減量施策について改めて注力をしていかなくてはならない。従前の施策を見直し、取り組みを強化していくことでごみ減量及び資源化の推
進を図る。
○課題
　抜本的な施策がない中で、１人でも多くの市民が、１つでも多くの減量のための行動に取り組んでいただくための対策を講じることが課題である。

Ｂ

○総資源化率は若干減少したものの、発生抑制を最優先とした３R
の推進をはじめとする啓発活動の取り組みに尽力したことで、ごみ
の総排出量（燃やすごみ、不燃ごみ、資源物）が減少した。
○燃やすごみの減量を最優先課題として取り組んでいる中、燃やす
ごみが増加に転じ、経費削減に寄与できているとは言い難い。生ご
み乾燥物の有償引き渡しを実施しているが、引き続き、精査していく
必要がある。
燃やすごみ（家庭系）H25　12,195トン⇒H26　12,291トン
ごみ排出量　H25　25,569トン　⇒　H26　25,211トン

27年度
更なる
分別

↓ 87,106

生ごみ処理機購入費補助制度の実施（家庭系・
事業系・大型）
市報・ＨＰ等における広報
減量啓発等チラシの全戸配付
生ごみ乾燥物の有償引き渡し



【環境と都市基盤】

１　施策の基本情報

施策名 A02-06

施策分野 A02

２　施策を構成する主な事業の評価 （事務事業評価シートより）

H23 H24 H25 H26 H27
指     標 B B B B

事業進捗 C A A A

効 率 性 B B B B

指     標 B B B B

事業進捗 B B B B

効 率 性 B B B B

指     標

事業進捗

効 率 性

指     標

事業進捗

効 率 性

３　施策を構成する主な事業の事業費 （単位：千円）

担当課
H23

(決算)
H24

(決算)
H25

(決算)
H26

(決算)
H27

(予算)
ごみ処理
施設担当

11 27 7,159 47,987 375,253

中間処理場
担当

0 0 0 0 0

４　一次評価

５　最終評価  

26年度評価（ Ｂ ） （課題）
　可燃ごみ処理体制の確立に向けては、平成３１年度中の新可燃ごみ処理施設の稼働を目指し、
浅川清流環境組合が設立されたところであり、今後も、本市に与えられた役割の重大さを認識し、そ
の責任を誠実に果たしていく必要がある。
　不燃・粗大ごみ、資源物の処理については、中間処理場の老朽化等を考慮し、地域住民との信頼
関係を維持しつつ、国・都支出金等財源確保を図り、再配置を含め、適時に事業を進めていく必要
がある。

・指標の達成に向け、整備事業を実施している。
・可燃ごみ処理体制の確立については、平成２７年３月に東京都知事より、日野市、国分寺市及び小金井市でごみ処理施設
の設置及び運営を共同で行うことを目的とした一部事務組合「浅川清流環境組合」の設立が許可され、平成２７年７月の同組
合設立に向けて準備を進めている。さらに、環境影響評価調査計画書を作成する等、新可燃ごみ処理施設の整備及び運営
について事業が進捗している。
・中間処理場については、再整備計画の着手には至っていないものの、現有施設の継続した運用については中間処理場運
営協議会をとおして、地元住民との信頼関係の構築により一定の理解を得られている。
・経費の削減については、削減が可能な範囲で検討を行っているが、現時点では両事業において削減の余地はない。
・その他廃棄物関連施設については、将来のあり方等について検討を進めている。

評価 （特記意見）

B

A・・・推進
B・・・一部課題あり
C・・・課題あり

可燃ごみ処理体制の確立
新ごみ処理施設建設計画に要する経費
可燃ごみ共同処理事業に要する経費

中間処理場の再整備 -

事業名 予算名称

事業名 成果活動指標
評価

可燃ごみ処理体制の確
立

ごみ処理体制の整備

中間処理場の再整備 ごみ処理体制の整備

施策評価シート

ごみの処理 総括担当

ごみとまちの美化 ごみ処理施設担当

施策の方向性

将来にわたり安全で安定的なごみ処理を行うための処理体制
を整備する。

関連課

ごみ処理施設担当
中間処理場担当

ごみ対策課



【　基　本　情　報　】

【　「主な事業」に対する評価等　】

成果活
動指標

事業
進捗

予算額
(千円)

指標
結果

決算額
(千円)

指標
事業
進捗

効率性

○ 推進

現状維持

改善

縮小

完了・中止

評価を踏まえた今
後の展開（Action）

○展開/課題
可燃ごみ処理体制の確立については、平成２７年７月の浅川清流環境組合の設立及び新可燃ごみ処理施設の整備及び運営に向けて、本市の果たすべき役割を認識し、最大限の努力をし
ていく。

○一部事務組合の設立及び新可燃ごみ処理施設の整
備及び運営に向けて、一定の進捗があった。
○経費については削減の余地がない。

27年度

平成２６年１月、ごみ処理の広域化につい
て３市で基本合意し、覚書を締結した。そ
れに基づき準備室を日野市内に設置し、
環境影響評価、施設の基本設計、搬入路
の計画等に着手した。

B A B
○３市での覚書を締結し、安定的な可燃ごみ処理体制
の確立に向けて、一定の進捗があった。
○経費については削減の余地がない。

一部
未整備

一部事務組合の設立に向けては、平成２７年
３月に東京都知事より浅川清流環境組合の設
立が許可された。新可燃ごみ処理施設の整
備及び運営に向けては、環境影響評価調
査計画書の作成及び建設・運営に係るア
ドバイザリー業務事業者選定等を行った。

B A B

653

22,566

375,253

11

27

一部
未整備

7,159

47,987

二枚橋焼却場跡地の利用について関係
市のご理解を得るべく取り組んできたが、
必要な面積の確保が困難になり、建設場
所としての活用が極めて厳しい状況に
なった。

平成２５年３月に、日野市、国分寺市、小
金井市の３市で共同処理する内容の循環
型社会形成推進地域計画を、東京都を経
由して環境省に提出した。

事務事業評価シート

施策 成果活動指標 ごみ処理体制の整備 重点プロジェクト
みどりと環境プロジェクト
きずなを結ぶまちづくりプロジェクト

基本事業

事業概要

目的（何のために） 将来にわたり安全で安定的なごみ処理を行う。

主な事業可燃ごみ処理体制の確立

実施方法（何をするか） 可燃ごみの安定的な処理体制の確立に向け、あらゆる方策について検討し、具体化していく。

関連する法令・計画等 廃棄物の処理及び清掃に関する法律 担当課 ごみ処理施設担当

計画（Ｐlan） 実施（Ｄo） 評価（Check）

具体的取組内容 評価の説明

B

○課題の解決に向け取り組んできたが、建設場所とし
て行政決定した二枚橋焼却場跡地は、新ごみ処理施
設建設場所としての活用が極めて厳しい状況になっ
た。
○経費については削減の余地がない。

24年度
一部
未整備

↓
安定的な可燃ごみ処理体制について、平成
２４年度末までに実現可能な方針を示す。

B A

一部
未整備

一部
未整備

25年度
一部
未整備

↓
安定的な可燃ごみ処理体制の確立に向け
た体制整備を行う。

23年度
H２０
一部
未整備

推進

平成２２年３月３１日付で新ごみ処理施設の
建設場所を二枚橋焼却場跡地に決定したこと
に伴い、建設実現のために不可欠な２点の課
題（関係市のご理解・ご協力を得ること及び周
辺住民との信頼関係の構築を図ること）の解
決に取り組む。

11,995

80

整備
（目標）

↓

日野市、国分寺市、小金井市で一部事務組
合「浅川清流環境組合」を設立するととも
に、引き続き、新可燃ごみ処理施設の整備
及び運営に向けた準備を進める。

26年度
一部
未整備

↓

ごみの処理 A02-06

可燃ごみ処理体制の確立
A02-
06017

一部事務組合設立に向けた準備を行うとと
もに、環境影響評価等、新可燃ごみ処理施
設の整備及び運営に向けた準備を進める。

○平成２４年度中に循環型社会形成推進地域計画を
提出し、一定の方針を示した。
○経費については削減の余地がない。

B

実施経過・結果

CB



【　基　本　情　報　】

【　「主な事業」に対する評価等　】

成果活
動指標

事業
進捗

予算額
(千円)

指標
結果

決算額
(千円)

指標
事業
進捗

効率性

○ 推進

現状維持

改善

縮小

完了・中止

0

老朽化した施設の臭気、騒音防止対策に
努めるとともに、中間処理場運営協議会
を定例的に開催し、地域住民との信頼関
係の維持が図られた。
しかしながら、施設更新のための再整備
計画の着手には至らなかった。

B B B

○継続して運営協議会を開催し、地域住民からの理解
をえていることから、信頼関係を維持するという面にお
いて事業は進捗している。しかしながら、再整備計画の
着手には至らなかった。
○経費については削減の余地がない。

評価を踏まえた今
後の展開（Action）

○展開/課題
　中間処理場の早期再整備の実現を果たすため、地域住民との信頼関係を維持しつつ、更なる地域住環境の保全に必要な新たな用地の取得及び建築費に伴う国・都からの支出金等を含
めた財源を確保し、適時な事業を推進する必要がある。

27年度
整備
（目標）

↓

一部
未整備

0

老朽化した施設の臭気、騒音防止対策に
努めるとともに、中間処理場運営協議会
を定例的に開催し、地域住民との信頼関
係の維持が図られた。
しかしながら、施設更新のための再整備
計画の着手には至らなかった。

B B B

○継続して運営協議会を開催し、地域住民からの理解
をえていることから、信頼関係を維持するという面にお
いて事業は進捗している。しかしながら、再整備計画の
着手には至らなかった。
○経費については削減の余地がない。

0

0

0

0

0

老朽化した施設の臭気、騒音防止対策に
努めるとともに、中間処理場運営協議会
を定例的に開催し、地域住民との信頼関
係が構築された。
しかしながら、施設更新のための再整備
計画の着手には至らなかった。

老朽化した施設の臭気、騒音防止対策に
努めるとともに、中間処理場運営協議会
を定例的に開催し、地域住民との信頼関
係の維持が図られた。
しかしながら、施設更新のための再整備
計画の着手には至らなかった。

一部
未整備

一部
未整備

一部
未整備

事務事業評価シート

施策 成果活動指標 ごみ処理体制の整備 重点プロジェクト
みどりと環境プロジェクト
きずなを結ぶまちづくりプロジェクト

ごみの処理 A02-06

基本事業

事業概要

目的（何のために） 不燃ごみ・粗大ごみ処理施設である中間処理場の老朽化に伴う施設の再整備

主な事業中間処理場の再整備

実施方法（何をするか） 継続的運用を果たすための用地の整備及び地域住民との協調体制による計画の立案

関連する法令・計画等 廃棄物の処理及び清掃に関する法律 担当課

老朽化した中間処理場の再整備に取り組
むため、地域住民との信頼関係を維持し、
施設更新に向けた再整備計画に着手する。

B B

中間処理場担当

計画（Ｐlan） 実施（Ｄo） 評価（Check）

具体的取組内容 評価の説明

老朽化した中間処理場の再整備に取り組
むため、地域住民との信頼関係を維持し、
施設更新に向けた再整備計画に着手する。

23年度
H２０
一部
未整備

推進
老朽化した中間処理場の再整備に取り組
むため、地域住民との信頼関係を構築し、
施設更新に向けた再整備計画に着手する。
0

024年度
一部
未整備

↓

中間処理場の再整備実現に必要な用地の
整備及び必要な経費の確保に取り組み、地
域住民との信頼関係を維持し、施設更新に
向けた再整備計画の推進を図る。

26年度
一部
未整備

↓

中間処理場の再整備
A02-
06018

中間処理場の再整備実現に必要となる資
料及び経費の検証を行い、地域住民との信
頼関係を維持し、施設更新に向けた再整備
計画を立案する。

25年度
一部
未整備

↓

○継続して運営協議会を開催し、地域住民からの理解
をえていることから、信頼関係を維持するという面にお
いて事業は進捗している。しかしながら、再整備計画の
着手には至らなかった。
○経費については削減の余地がない。

B

実施経過・結果

BB B

○定例的な運営協議会の開催により、継続的な運用
については地域住民からの理解を得られていることか
ら、信頼関係を構築するという面において事業は進捗
している。
しかしながら、再整備計画の着手には至らなかった。
○経費については削減の余地がない。



【環境と都市基盤】

１　施策の基本情報

施策名 A02-07

施策分野 A02

２　施策を構成する主な事業の評価 （事務事業評価シートより）

H23 H24 H25 H26 H27
指     標 A A A A

事業進捗 A A A A

効 率 性 B B B B

指     標

事業進捗

効 率 性

指     標

事業進捗

効 率 性

指     標

事業進捗

効 率 性

３　施策を構成する主な事業の事業費 （単位：千円）

担当課
H23

(決算)
H24

(決算)
H25

(決算)
H26

(決算)
H27

(予算)

ごみ対策課 1,464 1,848 2,167 2,188 2,599

４　一次評価

５　最終評価

美化活動に要する経費（一部）
ごみ減量啓発に要する経費（一部）他

施策評価シート

まちの美化 総括担当

ごみとまちの美化 ごみ対策課

施策の方向性

「ごみを捨てない」という教育と一体となった意識啓発や地域ぐ
るみの清掃活動、喫煙マナーの向上など、市民の協力を得
て、清潔で美しいまちづくりを推進する。

関連課

ごみ対策課

予算名称

事業名 成果活動指標
評価

ごみゼロ化推進員による
活動の充実

市民・団体等による啓発・美化活動
の回数（ごみゼロ化推進員を含
む。）

ごみゼロ化推進員による活
動の充実

事業名

A・・・推進
B・・・一部課題あり
C・・・課題あり

・成果活動指標である、ごみゼロ化推進員及び環境美化サポーターによる活動状況は、指標の目標を大きく上回
る状況にあり、ごみの減量及びまちの美化に向けて、施策の推進としては概ね順調である。地域コミュニティにお
けるごみのこれらの取組は、自発的な減量・美化行動への広がりをもつ地域力の育成に貢献していると考えられる
ため、引き続き、活動に対する支援を積極的に行っていく。
・ごみゼロ化推進員としての登録はされていても、実際の活動を行っているのは限られた方となっているため、今後
も積極的な活動への参加を呼びかけていく必要がある。

評価 （特記意見）
　指標である「市民・団体等による啓発・美化活動の回数」は目標を大きく達成しており、市民、地域
との協力のもと、清潔で美しいまちづくりが推進されている。A

26年度評価（-） （課題）



【　基　本　情　報　】

【　「主な事業」に対する評価等　】

成果活動
指標

事業
進捗

予算額
(千円)

指標
結果

決算額
(千円)

指標
事業
進捗

効率性

○ 推進

現状維持

改善

縮小

完了・中止

基本事業

事務事業評価シート

施策 まちの美化 A02-07 成果活動指標 市民・団体等による啓発・美化活動の回数（ごみゼロ化推進員を含む。）重点プロジェクトみどりと環境プロジェクト

美化活動の推進
A02-
07019

事業概要

目的（何のために） 一般廃棄物の適正な処理及び減量並びにまち美化のために、市の施策への協力やその他の活動を行う。

主な事業 ごみゼロ化推進員による活動の充実

実施方法（何をするか）
市が小金井市廃棄物の処理及び再利用の促進に関する条例施行規則第3条第1項の各号に規定された者をごみゼロ化推
進員として委嘱し、一般廃棄物の適正な処理及び減量並びにまちの美化のため、市の施策への協力その他の活動を行う。

関連する法令・計画等
廃棄物の処理及び清掃に関する法律、小金井市廃棄物の処理及び再利用
の促進に関する条例、一般廃棄物処理計画等

担当課 ごみ対策課

計画（Ｐlan） 実施（Ｄo） 評価（Check）

具体的取組内容 実施経過・結果 評価の説明

23年度
Ｈ20
146回

推進 1,839

喫煙マナーアップキャンペーン　7回
一斉美化清掃　2回
一斉清掃　50回
環境美化サポーター　139回

198回 1,464

３部会（ごみゼロ化啓発部会、事業所部会、ま
ち美化部会）を定期的に開催し、まちの美化に
向けた活動を展開した。一斉清掃や環境美化
サポーターによる活動を実施した。

Ａ Ｂ
ごみゼロ化推進員との情報共有により連携を図ることで、市
の施策へのご協力をいただき、まちの美化に向けた活動を
充実することができた。

24年度 162回 ↓ 2,294

喫煙マナーアップキャンペーン　8回
一斉美化清掃　4回
一斉清掃　61回
環境美化サポーター　200回

Ａ

26年度 170回 ↓ 2,451

ごみ減量啓発及び喫煙マナーアップキャンペー
ン　14回
一斉美化清掃　4回
一斉清掃　99回
環境美化サポーターによる活動支援　354回

273回 1,848

喫煙マナーアップキャンペーン　6回
一斉美化清掃　4回
一斉清掃　79回
環境美化サポーター　259回

2,16725年度 166回 ↓ 2,541 ＢＡ

３部会（ごみゼロ化啓発部会、事業所部会、ま
ち美化部会）それぞれに計画した講演会、調査
等を行い、まちの美化に向けた活動を展開し
た。一斉清掃や環境美化サポーターによる活
動がさらに充実した。

Ａ

2,188

Ｂ

ごみゼロ化推進員を中心として一斉美化清掃や一斉清掃、
また、環境美化サポーターの活動により、さらなる充実が図
られ、まちの美化に大きく寄与した。

ごみゼロ化推進員は、啓発部会、事業所部会、
まち美化部会の３部会に分かれ、キャンペーン
や清掃活動の参加、ごみの分別、ごみに関す
る相談等を行い、ごみの減量やまちの美化に
向けた活動を展開した。また、一斉清掃や環境
美化サポーターによる活動が充実した。

Ａ Ａ

348回

「ごみの相談員」制度をスタートすることにより、市民の身近
なところでの分別等に関する情報提供を行うことが可能と
なった。
環境美化サポーター等による活動の充実が図られ、まちの
美化が保たれた。

ごみゼロ化推進員の任務を定めた規則の中
で、ごみゼロ化推進委員を「ごみの相談員」とし
て位置づけ、市民のごみの分別等に対する助
言又は指導等を行った。一斉清掃や環境美化
サポーターによる活動が充実した。

Ａ Ａ

471回

評価を踏まえた今
後の展開（Action）

※環境美化サポーターのうち公園美化サポーターの活動状況については、都度の回数ではなく、支援する活動団体数（21）によるカウントとしている。
○展開
　ごみゼロ化推進員及び環境美化サポーターによる活動により、ごみの減量及びまちの美化に向けて大きく前進している。地域コミュニティにおけるごみの減量及びまちの美化への取組
をさらに促進していくために、引き続き、活動に対する支援を積極的に行っていく。
○課題
　ごみゼロ化推進員としての登録はされていても、実際の活動を行っているのは限られた方となっているため、今後も積極的な活動への参加を市民の方に呼びかけていく必要がある。

Ｂ

ごみゼロ化推進員のごみの減量及びまちの美化に関する活動への
積極的な参加や、一斉美化清掃や一斉清掃を含め町会や自治会
が自主的に行うまちの美化活動、また、環境美化サポーターの活動
がより一層充実され、ごみの減量及びまちの美化に向けて大きく前
進した。

27年度 175回 ↓ 2,599

ごみ減量啓発及び喫煙マナーアップキャンペー
ン
一斉美化清掃
一斉清掃
環境美化サポーターによる活動支援



【環境と都市基盤】

１　施策の基本情報

施策名 A03-08

施策分野 A03

２　施策を構成する主な事業の評価 （事務事業評価シートより）

H23 H24 H25 H26 H27
指     標 Ａ Ａ Ａ Ｂ

事業進捗 Ａ Ａ Ａ Ｂ

効 率 性 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

指     標

事業進捗

効 率 性
指     標
事業進捗
効 率 性
指     標
事業進捗
効 率 性

３　施策を構成する主な事業の事業費 （単位：千円）

担当課
H23

(決算)
H24

(決算)
H25

(決算)
H26

(決算)
H27

(予算)

環境政策課 600 600 600 600 600

４　一次評価

５　最終評価

施策評価シート

環境にやさしい仕組みづくり 総括担当

環境保全 環境政策課

施策の方向性

市民や事業者の環境に対する意識の啓発を図るとともに、市
民や事業者を対象とした環境学習の機会を創出するため、環
境博覧会、環境講座、環境施設見学会を小金井市環境市民
会議と協働して開催する

関連課

環境政策課

事業名 成果活動指標
評価

環境博覧会などの環境
啓発事業の充実

環境博覧会、環境講座、環境施設
見学会の開催回数

事業名 予算名称

環境博覧会などの環境啓
発事業の充実

環境対策事務に要する経費

A・・・推進
B・・・一部課題あり
C・・・課題あり

【環境博覧会などの環境啓発事業の充実】
・環境フォーラムを12月に、クリーン野川作戦を5月に、環境施設見学会を11月に、環境講座を3月に小金井市環
境市民会議と協働して開催し、市民の環境意識の高揚や市民協働の深まりに一定の成果があった。
・一方で、小金井市環境市民会議の会員の高齢化・固定化が深刻な課題となっており、平成２６年度は成果指標
の目標が達成できないなど、環境事業の実施主体としての役割を果たすことが年々厳しくなってきている。今後よ
り活発な環境活動を行っていく上で、新規会員の獲得や会員の世代交代が急務である。

評価 （特記意見）
　環境にやさしい仕組みづくりという施策について、市民や事業者等に対する環境啓発事業は、環
境に対する意識の向上や情報の共有化などの推進において重要な取組である。B

26年度評価（-） （課題）
　今後も環境市民会議等、関係機関との協働体制を保ちながら、世代を超えた市民の参加を図りな
がら、施策を推進していく必要がある。



【　基　本　情　報　】

【　「主な事業」に対する評価等　】

成果活
動指標

事業
進捗

予算額
(千円)

指標
結果

決算額
(千円)

指標
事業
進捗

効率性

○ 推進

現状維持

改善

縮小

完了・中止

環境にやさしい仕組みづくり A03-08

環境に対する意識の啓発
A03-
08022

小金井市環境市民会議と協働し、環境博覧
会、環境施設見学会をそれぞれ年1回、環
境講座を年2～3回程度開催する。

○「震災後の私たちの暮らし」をテーマとした映画上映、シンポジウ
ム、及び団体展示を行う環境フォーラムを開催し、7日間で560名が
来場した。
○環境施設見学会として東京都スーパーエコタウン2施設を訪問
し、18名が参加した。
○「震災後の私たちの暮らし」をテーマに、4回の環境講座を行っ
た。

B

実施経過・結果

AA

27年度 5回 ↓
小金井市環境市民会議と協働し、環境博覧
会、環境施設見学会をそれぞれ年1回、環
境講座を年2～3回程度開催する。

26年度 5回 ↓

25年度 4回 ↓
小金井市環境市民会議と協働し、環境博覧
会、環境施設見学会をそれぞれ年1回、環
境講座を年2～3回程度開催する。

23年度
Ｈ２０
4回

充実
小金井市環境市民会議と協働し、環境博覧
会、環境施設見学会をそれぞれ年1回、環
境講座を年2～3回程度開催する。

600

600

B

○小金井環境映画祭として環境フォーラムを開催し、3日間で780名
が来場した。
○環境施設見学会としてマイクロ水力発電所とメガソーラー発電所
を訪問し、23名が参加した。
○震災と関連付けて環境を考えるテーマを中心に、3回の環境講座
を行った。

24年度 4回 ↓
小金井市環境市民会議と協働し、環境博覧
会、環境施設見学会をそれぞれ年1回、環
境講座を年2～3回程度開催する。

A A

5回

6回

小金井市環境基本条例 担当課 環境政策課

計画（Ｐlan） 実施（Ｄo） 評価（Check）

具体的取組内容 評価の説明

基本事業

事業概要

目的（何のために） 市民や事業者の環境に対する意識の啓発を図るとともに、市民や事業者を対象とした環境学習の機会を創出する。

主な事業環境博覧会などの環境啓発事業の充実

実施方法（何をするか） 環境博覧会、環境講座、環境施設見学会を小金井市環境市民会議と協働して開催する

関連する法令・計画等

評価を踏まえた今
後の展開（Action）

5回

4回

環境フォーラム（環境博覧会）を1月に、環
境施設見学会を2月に、環境講座を5、
12、2月に3回開催した。

環境フォーラム（環境博覧会）を2月に、環
境施設見学会を8月に、環境講座を9、
10、12、1月に4回開催した。

事務事業評価シート

施策 成果活動指標 環境博覧会、環境講座、環境施設見学会の開催回数 重点プロジェクト

○展開
　環境フォーラム、環境施設見学会、環境講座を小金井市環境市民会議と協働して開催し、市民の環境意識の高揚につなげるとともに、市民協働を深めていく。
○課題
　小金井市環境市民会議の会員の高齢化・固定化が進んでおり、今後より活発な環境活動を行っていく上で新規会員の獲得や会員の世代交代が急務である。

B

○「みず・みどり・いきもの・ひと」をテーマに映画上映、シンポジウ
ム、団体展示、ワークショップ、交流会を行う環境フォーラムを開催
し、4日間で770名が来場した。
○環境施設見学会として埼玉県大久保浄水場及び排水処理・発生
土有効利用施設を訪問し、21名が参加した。
○自然環境を考えるテーマを中心に、3回の環境講座を行った。

B

○環境を真ん中にして、大人から子どもが語り合える小金井市であることを
目指して「次世代につなぐ」をテーマに環境映画祭を開催し、環境をテーマに
した３本の映画上映、環境市民会議の活動報告、市環境部局の展示を行う
環境フォーラムを開催し、155名が来場した。
○「クリーン野川作戦」として野川周辺の清掃活動を行い、400名が参加し
た。
○環境施設見学会として埼玉県トトロの森を訪問し、13名が参加した。
○くらしに潜む化学物質との向き合いかたをテーマとした環境講座「水とご
みと生命と」を行い、28名が参加した。

B B

600

600

600

環境フォーラムを12月に、クリーン野川作
戦を5月に、環境施設見学会を11月に、環
境講座を3月に開催した。

600

600

600

600
環境フォーラム（環境博覧会）を3月に、環
境施設見学会を8月に、環境講座を6、7、
12月に3回開催した。

A A



【環境と都市基盤】

１　施策の基本情報

施策名 Ａ03-09

施策分野 Ａ03

２　施策を構成する主な事業の評価 （事務事業評価シートより）

H23 H24 H25 H26 H27
指     標 B B B B

事業進捗 A A A Ａ

効 率 性 B B B Ｂ

指     標 B B B B

事業進捗 B B B Ｂ

効 率 性 A B B Ｂ

指     標

事業進捗

効 率 性

指     標

事業進捗

効 率 性

３　施策を構成する主な事業の事業費 （単位：千円）

担当課
H23

(決算)
H24

(決算)
H25

(決算)
H26

(決算)
H27

(予算)

環境政策課 17,371 10,529 14,068 10,534 10,550

環境政策課 74,196 5,517 5,720 5,871 5,429

４　一次評価

５　最終評価

施策評価シート

地球環境への負荷の軽減 総括担当

環境保全 環境政策課

施策の方向性

・地域から地球環境を保全する取組を進めるため、地球温暖化対策
の計画的な推進やクリーンエネルギーの導入促進などにより、環境
にやさしい仕組みづくりを進め、地球環境への負荷の軽減を図る。
・雨水や風など身近な自然を活かした環境配慮型住宅のモデルハウ
スを整備し、地球温暖化対策をはじめとした環境保全学習の拠点とし
て、環境への取組などを市民協働・公民連携で推進する。

関連課

環境政策課

事業名 成果活動指標
評価

省エネルギー施設助成
事業の実施

市全域から排出される二酸化炭素
量

（仮称）エコ・モデルハウ
スの整備

市全域から排出される二酸化炭素
量

（施策の進捗状況の評価）
　昨年度の最終評価で、国・都支出金等の方向性に沿った事業内容を構築するようにとの指摘をいただいたが、
一部みどり東京・温暖化防止プロジェクトの助成金を得ているものの、今後も国・都支出金等について情報収集を
進めていく予定である。また、環境楽習館については、実体験ができる環境学習施設として、市民団体とも協力し
ながら、積極的なPRをするなど効果的な活用に努める必要があるとの指摘をいただいたが、平成２６年度は契約
不調に伴い、仕様内容を一部見直し、講座の回数を４回から３回に減らしたものである。平成２７年度においては、
プロポーザル方式にて業者選定を行い、新たな企画にて活用の改善に努める。
（施策への有効性・貢献度の評価）
　平成23～26年度において、太陽光発電設備414件、高効率給湯器143件、自然冷媒ヒートポンプ給湯器72件、
燃料電池157件、太陽熱ソーラーシステム１件、が市内に設置され、4年間で0.824ktの二酸化炭素が削減された。
新エネ機器の設置に伴い、二酸化炭素排出削減につながり、地球環境への負荷の軽減を図れた。

（特記意見）
　環境楽習館については、利用者数増や市民、教育機関との更なる協働・連携のため、効果的な活
用に努めることが期待される。

事業名

B

予算名称

26年度評価（　Ｂ ） （課題）
　地球環境への負荷の軽減については、財政状況を踏まえ、エネルギー交換効率の良いメニュー
に絞る等、より効果的な助成事業の再構築の他、国・都の助成事業の紹介・あっせんに注力する等
が課題である。また、地球温暖化対策地域推進計画と関連した施策展開を行う必要がある。

A・・・推進
B・・・一部課題あり
C・・・課題あり

環境配慮住宅型研修施設の維持管理
に要する経費

環境対策事務に要する経費(一部)

評価

省エネルギー施設助成事
業の実施

（仮称）エコ・モデルハウス
の整備



【　基　本　情　報　】

【　「主な事業」に対する評価等　】

成果活
動指標

事業
進捗

予算額
(千円)

指標
結果

決算額
(千円)

指標
事業
進捗

効率性

推進

〇 現状維持

改善

縮小

完了・中止

事務事業評価シート

施策 地球環境への負荷の軽減 A03-09 成果活動指標 市全域から排出される二酸化炭素量 重点プロジェクト みどりと環境プロジェクト

基本事業 地球環境温暖化対策の推進
A03-
09023

事業概要

目的（何のために） 二酸化炭素の排出量の削減

主な事業省エネルギー施設助成事業の実施

実施方法（何をするか） 二酸化炭素の排出削減に効果のある設備を導入する者に対し、その設置に要する経費の一部を補助する。

計画（Ｐlan） 実施（Ｄo） 評価（Check）

具体的取組内容 実施経過・結果

太陽光発電設備：116件
高効率給湯器：143件
自然冷媒ヒートポンプ給湯器：72件
燃料電池：4件

10,550

関連する法令・計画等 小金井市住宅用新エネルギー機器等普及促進補助金交付要綱 担当課 環境政策課

B

評価の説明

B A B23年度
H20
277kt

実施
小金井市住宅用新エネルギー機器等普及
促進補助金の実施

300kt

↓

指標結果は平成21年度実績
事業進捗は執行率９７．９％のため、Ａ評価とした。（補正予
算7,200千円）
効率性は削減の余地がないため、Ｂ評価とした。

24年度 265kt 充実
小金井市住宅用新エネルギー機器等普及
促進補助金の実施

295kt
太陽光発電設備：101件
燃料電池：23件

B A

229kt ↓
小金井市住宅用新エネルギー機器等普及
促進補助金の実施

指標結果は平成22年度実績
事業進捗は執行率９９．８％のため、Ａ評価とした。
効率性は補助対象機器の見直しを行ったが、経費削減には
寄与していないため、Ｂ評価とした。

25年度 253kt ↓
小金井市住宅用新エネルギー機器等普及
促進補助金の実施

26年度 241kt

10,550

10,550

10,550

10,550

17,371

10,529

320kt 14,068

小金井市住宅用新エネルギー機器等普及
促進補助金の実施

10,534

太陽光発電設備：１２７件
燃料電池：４９件

B A B

指標結果は平成23年度実績
事業進捗は執行率８７．６％のため、Ａ評価とした。（補正予
算5,506千円）
効率性は削減の余地がないため、B評価とした。

340kt

太陽光発電設備：７０件
燃料電池：８１件
太陽熱利用システム（太陽熱ソーラーシス
テム）：１件

B A B

評価を踏まえた今
後の展開（Action）

○展開/課題
・今後も引き続き市民向けの補助金を実施し、二酸化炭素の排出量の削減に取り組んでいく。
・成果活動指標については、小金井市全域での二酸化炭素排出量の削減目標であり、その削減目標を達成するための手段の一つとして「新エネルギー設備助成事業の実施」を行ってい
る。
・課題は、26年度、補助対象機器の見直しを行ったが、申請件数が少なかったため、市報等で市民に周知を行い、申請件数が増加するようにしたい。

指標結果は平成24年度実績
事業進捗は執行率９９．８％のため、Ａ評価とした。
効率性は削減の余地がないため、B評価とした。

27年度



【　基　本　情　報　】

【　「主な事業」に対する評価等　】

成果活
動指標

事業
進捗

予算額
(千円)

指標
結果

決算額
(千円)

指標
事業
進捗

効率性

推進

現状維持

○ 改善

縮小

完了・中止

評価を踏まえた今
後の展開（Action）

○展開
　利用者数増や市民、教育機関との更なる協働・連携のため、平成２７年度はプロポーザル方式にて業者を選定。
○課題
　地球温暖化対策地域推進計画への更なる寄与

指標結果は平成24年度実績
平成24年度より研修施設として開設し、施設管理費等が発
生している。

27年度

環境講座等を開催し、市民に環境学習の機会
を提供及び施設の普及啓発を行った。また市
民団体自らが施設を利用した講習会等を実施
した。

B B B

指標結果は平成23年度実績
平成24年度より研修施設として開設し、施設管理費等が発
生している。

340kt

環境講座等を開催し、市民に環境学習の機会
を提供及び施設の普及啓発を行った。また市
民団体自らが施設を利用した講習会等を実施
した。

B B B

5,948

5,992

5,136

74,196

5,517

320kt 5,720

4,771

地球環境への負荷の軽減 Ａ03-09

地球温暖化対策の推進
Ａ03-
09023

地球温暖化対策をはじめとした環境学習の
用に供する施設として活用する。

指標結果は平成22年度実績
平成24年度より研修施設として開設し、施設管理費等が発
生している。
東京都補助事業につき、経費削減に寄与している。

B

実施経過・結果

BB

地球温暖化対策をはじめとした環境学習の
用に供する施設として活用する。

26年度

25年度
地球温暖化対策をはじめとした環境学習の
用に供する施設として活用する。

23年度
H20
277ｋｔ

整備

東京都地球温暖化対策等推進のための区
市町村補助事業として、公募市民で構成さ
れたワークショップと連携し、エコ・モデルハ
ウスを建設し、その温室効果ガス削減効果
を検証する。

67,250

5,519

A

指標結果は平成21年度実績
平成23年度に環境配慮型住宅が完成し、温室効果ガス削
減効果を検証するなど、施設の活用を図った。
東京都補助事業につき、経費削減に寄与している。

24年度
地球温暖化対策をはじめとした環境学習の
用に供する施設として活用する。

B B

300kt

295kt

計画（Ｐlan） 実施（Ｄo） 評価（Check）

具体的取組内容 評価の説明

目的（何のために）
地域から地球温暖化を防止すること、暮らしの中で温室効果ガス発生を抑制すること、及び環境負荷を低減した生活に関する
ことを市民、事業者及び市が協力して普及啓発していくため

主な事業 （仮称）エコ・モデルハウスの整備

実施方法（何をするか） エコ・モデルハウスの建設

関連する法令・計画等 小金井市環境配慮住宅型研修施設条例 担当課 環境政策課

平成２３年９月に環境配慮型住宅新築工事が
完了し、平成２４年３月まで環境配慮型住宅
検証事業にて建物の温熱環境に関する性能
を検証し、環境配慮型住宅はほぼゼロＣＯ２を
達成していることが明らかになった。

環境講座等を開催し、市民に環境学習の機会
を提供及び施設の普及啓発を行った。また市
民団体自らが施設を利用した講習会等を実施
した。

事務事業評価シート

施策 成果活動指標 市全域から排出される二酸化炭素量 重点プロジェクト

基本事業

事業概要



【環境と都市基盤】

１　施策の基本情報

施策名 A03-10

施策分野 A03

２　施策を構成する主な事業の評価 （事務事業評価シートより）

H23 H24 H25 H26 H27
指     標 Ａ Ａ Ａ Ａ

事業進捗 Ａ Ａ Ａ Ａ

効 率 性 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

指     標

事業進捗

効 率 性

指     標

事業進捗

効 率 性

指     標

事業進捗

効 率 性

３　施策を構成する主な事業の事業費 （単位：千円）

担当課
H23

(決算)
H24

(決算)
H25

(決算)
H26

(予算)
H27

(予算)

環境政策課 2,291 3,170 3,386 3,037 3,247

４　一次評価

５　最終評価

環境調査・測定に要する経費

施策評価シート

公害発生防止体制の充実 総括担当

環境保全 環境政策課

施策の方向性

　大気や土壌の汚染、水質の汚濁、騒音など環境基準が定め
られた公害について監視・測定を継続的に行います。また、東
日本大震災以降、深刻な社会問題となっている放射線測定に
ついても継続的に行っていきます。

関連課

環境政策課

予算名称

事業名 成果活動指標
評価

公害に関する監視測定
体制の継続

公害に関する監視測定項目数

公害に関する監視測定体
制の継続

事業名

A・・・推進
B・・・一部課題あり
C・・・課題あり

・公害監視調査の調査・測定項目については、最低限、当初の目標である20項目を維持できた。しかし、放射能
やＰＭ2.5の問題など、新たな環境問題に対しても対策の推進をしていかなければならない。
・市民の健康と安全に暮らせる生活環境を守るため、最低限、現在の調査項目は維持していきたいと考えている。
・空間放射線量の測定を市内43か所、年４回測定している。

評価 （特記意見）
　市民が安心して快適に生活するため、今後も、東京都や関係機関、近隣市と連携しながら、公害
に関する監視測定体制を継続されたい。Ａ

26年度評価（-） （課題）



【　基　本　情　報　】

【　「主な事業」に対する評価等　】

成果活
動指標

事業
進捗

予算額
(千円)

指標
結果

決算額
(千円)

指標
事業
進捗

効率性

推進

○ 現状維持

改善

縮小

完了・中止

22項目

評価を踏まえた今
後の展開（Action）

○展開/課題

　市民の安心と安全を確保し、環境を保全していくため騒音、振動、大気質３項目、水質１６項目、空間放射線量の合計２２項目について、継続的に測定を実施していく。

Ｂ
○目標の活動指標について、調査・測定を実施できた。
○環境保全のための最低限の項目数のため、削減の余地
が無くBとした。

27年度 維持 維持 3,247
騒音・振動・大気・水質等の調査・測定を行
う

Ｂ

○目標の活動指標について、調査・測定を実施できた。

騒音・振動・大気・水質等の調査・測定を行
う

Ａ Ａ

22項目

○目標の活動指標について、調査・測定を実施できた。
騒音・振動・大気・水質等の調査・測定を行
う

Ａ Ａ

25年度 20項目 維持 3,767 ＢＡ
騒音・振動・大気・水質等の調査・測定を行
う

Ａ

3,037

Ａ

26年度 22項目 維持 3,311
騒音・振動・大気・水質等の調査・測定を行
う

20項目 3,170

騒音・振動・大気・水質等の調査・測定を行
う

3,386

2,291
騒音・振動・大気・水質等の調査・測定を行
う

Ａ Ｂ ○目標の活動指標について、調査・測定を実施できた。

24年度 20項目 維持 4,351
騒音・振動・大気・水質等の調査・測定を行
う

23年度 20項目 維持 2,202
騒音・振動・大気・水質等の調査・測定を行
う

20項目

担当課 環境政策課

計画（Ｐlan） 実施（Ｄo） 評価（Check）

具体的取組内容 実施経過・結果 評価の説明

A03-
10027

事業概要

目的（何のために） 市民の健康と安全に暮らせる生活環境を守るため。

主な事業公害に関する監視測定体制の継続

実施方法（何をするか） 環境基準が定められた公害について監視・測定を継続的に行う。

関連する法令・計画等 都民の健康と安全を確保する環境に関する条例・小金井市環境基本計画

基本事業

事務事業評価シート

施策 公害発生防止体制の充実 A03-10 成果活動指標 公害に関する監視測定項目数 重点プロジェクト

監視・防止体制の充実



【環境と都市基盤】

１　施策の基本情報

施策名 A04-11

施策分野 A04

２　施策を構成する主な事業の評価 （事務事業評価シートより）

H23 H24 H25 H26 H27
指     標 Ｂ Ｂ Ａ

事業進捗 Ｂ Ｂ Ａ

効 率 性 Ｂ Ｂ Ｂ

指     標 Ｂ Ｂ Ａ Ａ

事業進捗 Ｂ Ａ Ａ Ａ

効 率 性 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

指     標 Ｂ Ｂ Ａ Ａ

事業進捗 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

効 率 性 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

指     標

事業進捗

効 率 性

３　施策を構成する主な事業の事業費 （単位：千円）

担当課
H23

(決算)
H24

(決算)
H25

(決算)
H26

(決算)
H27

(予算)

都市計画課 411,932 427,395 519,744 0

まちづくり
推進課

3,397 0 4,410 138,400 420,600

区画整理課 1,285,228 994,208 774,700 862,006 1,145,363

４　一次評価

５　最終評価

施策評価シート

まちの顔となる駅周辺の整備 総括担当

市街地整備 まちづくり推進課

施策の方向性

武蔵小金井駅周辺は、本市の玄関口にふさわしいまちとするため、引き続
き、再開発などにより、商業・業務及び住宅との調和のとれた魅力ある文化
性の高い市街地として整備します。また、東小金井駅周辺は、土地区画整理
事業などにより、東部地区の中心として一部に商業、業務機能を持たせた地
区として整備を推進します。

関連課

まちづくり推進課
区画整理課

事業名 成果活動指標
評価

武蔵小金井駅南口市街
地再開発事業の推進

市内３駅の１日平均乗客数の合計

東小金井駅北口土地区
画整理事業の推進

市内３駅の１日平均乗客数の合計

JR中央本線連続立体交
差事業の推進

市内３駅の１日平均乗客数の合計

武蔵小金井駅南口市街地
再開発事業の推進

東小金井駅北口土地区画
整理事業の推進

土地区画整理事業に要する経費

事業名 予算名称

市街地再開発事業に要する経費（一
部）

JR中央本線連続立体交差
事業の推進

都市計画事務に要する経費（一部）

A・・・推進
B・・・一部課題あり
C・・・課題あり

評価 （特記意見）

B

26年度評価（　Ｂ　） （課題）
　武蔵小金井駅南口第２地区については、市街地再開発事業に係る都市計画決定がされるなど、
一定の進捗が見られる。今後も事業費の軽減、財政負担の平準化等について、再開発組合と協
議、連携を図りつつ、事業進捗に応じた支援を行っていく必要がある。
　東小金井駅北口土地区画整理事業は、事業完了に向け、地権者や関係機関との協議を進めると
ともに、財政負担を考慮しつつ計画的に進めていく必要がある。

・武蔵小金井駅南口のまちづくりについては、武蔵小金井駅南口第１地区が先行して事業完了し、駅前交通広場
等の都市基盤が整備され、市民生活に寄与している。また、武蔵小金井駅南口第2地区では地元地権者により再
開発準備組合が設立され、平成26年8月の市街地再開発事業に係る都市計画決定を受け、引き続き、早期事業
化を目指した活動を行っている。一方、駅北口も北口周辺地区まちづくり協議会等において、関係者による協議
が継続されている。市は、それぞれの駅周辺のまちづくりの動きに対する行政の支援の在り方や形について検討
を継続していく必要がある。
・東小金井駅北口土地区画整理事業では平成３１年度の移転及び工事完了を目指し、仮換地指定、建物移転及
び道路築造等の整備工事を行い、継続して進捗が図られている。
・いずれの事業も市民の利便性が高い整備を進めるために更なる取組みが期待されている。



【　基　本　情　報　】

【　「主な事業」に対する評価等　】

成果活
動指標

事業
進捗

予算額
(千円)

指標
結果

決算額
(千円)

指標
事業
進捗

効率性

○ 推進

現状維持

改善

縮小

完了・中止

評価を踏まえた今
後の展開（Action）

○展開
武蔵小金井駅南口第２地区では、地元準備組合が平成３１年度の工事完了を目指し取組みを続け、平成２６年８月には都市計画を行ったことから、平成２７年度は組合設立認可を行う予定
となっている。武蔵小金井駅南口のまちづくりについては、平成２３年度事業完了した武蔵小金井駅南口第一地区と一体として行うこととなっており、市は引き続き支援を行っていく。
〇課題
事業計画が具体化される中で、当該事業が市民の利便性の高いものとなるよう配慮され、より多くの方から当該事業について理解をいただけるよう情報発信等による積極的な取組みが求
められている。

○当該準備組合では、都市計画決定を経て、今後の組合設立に向
けた事業計画を作成できる段階に至った。
○当該準備組合では、複数回のヒアリングを経て、参加組合員予定
者を選定しており、今後の具体的な事業見通しを立てることに努め
た。
○市の事業支援については、要綱等に基づき行うため、削減の余
地はない。

27年度

前年度に引き続き、武蔵小金井駅南口第2地
区市街地再開発準備組合の支援を行った。
関係機関との調整等を経て、事業施行予定者
である当該準備組合としての事業計画に係る
考え方が整理されたため、都市計画手続き資
料等作成業務として取りまとめを行った。

A A B

〇第２地区では、当該準備組合の積極的な活動により、事業計画
に係る考え方を整理できる段階に至った。
〇当該準備組合は第２地区の事業活動に係るＰＲとして、ＨＰ等を
活用し、積極的に情報公開を行っており、市としてもＨＰ上に準備組
合リンクを貼るなどの取組みを行った。

90,250
　　　人

平成２６年８月２１日に武蔵小金井駅南口第２
地区第一種市街地再開発事業等に係る都市
計画決定を行ったため、その後、当該準備組
合に対して、小金井市市街地再開発事業補
助金交付要綱に基づき、補助金を交付し、基
本設計及び資金計画等をとりまとめられた。

A A B

4,463

0

420,600

3,397

0

90,208
　　　人

4,410

138,400

まちの顔となる駅周辺の整備 Ａ04-11

武蔵小金井駅周辺のまちづくりの推進
Ａ04-
11030

平成２５年度に中央線連続立体交差事業
が終了したため、成果活動指標の数値は
平成２５年度に準ずる。　また、継続して第
２地区再開発事業に係る支援を行う。

○南口駅前広場に空港連絡バスの乗り入れが開始され、駅前南口
の利便性が向上した。
○第２地区につき、現地事務所が開設され、事業協力者が選定され
たことから、事業推進体制が整った。
○市が直接事業を行うものではないため、削減の余地がない。

B

実施経過・結果

BB

Ｈ27
90,000人

↓
第２地区市街地再開発事業に係る組合設
立認可及び、その後の事業進捗に必要とな
る業務等につき、引続き支援を行う。

26年度 90,000人 ↓

25年度 90, 000人 ↓

中央線連続立体交差事業終了予定。
第２地区市街地再開発事業に係る都市計
画決定に向けて、武蔵小金井駅南口第２地
区市街地再開発準備組合に対して、適切な
支援を行う。

23年度
Ｈ20

85,514人
推進

武蔵小金井駅南口第１地区　第一種市街
地再開発事業完了。
都市再開発法に基づく清算。
0

0

B

○武蔵小金井駅単独の乗客数が2010年度56,544人から2011年度
56,677人と駅利用者は増加している。
○１－Ⅲ街区の工事が完了し、市民交流センターの保留床を取得し
たことにより、正式に市のホールとしてオープンし、市民の利便性が
向上した。
○法律に基づくものであるため、削減の余地がない。

24年度 87,757人 ↓

武蔵小金井駅南口周辺地区における市街
地再開発事業を推進する団体への支援に
関する要綱等に基づき、地元の要望を受
け、第２地区市街地再開発事業の支援及
び調整を行う。

B A

85,886
　　　人

87,642
　　　人

計画（Ｐlan） 実施（Ｄo） 評価（Check）

具体的取組内容 評価の説明

目的（何のために）
中央線立体交差事業に併せて、武蔵小金井駅南口の市街地再開発事業を推進し、商業、業務及び住宅との調和
のとれた複合的中心市街地として整備を図る。

主な事業 武蔵小金井駅南口市街地再開発事業の推進

実施方法（何をするか）
市街地再開発事業の円滑な実施に向けて、武蔵小金井駅南口周辺地区における市街地再開発事業を推進する団体への支援に関する要綱
に基づき、準備組合に対し技術的な支援及び助言を行うとともに、都市計画決定後は小金井市市街地再開発事業補助金交付要綱に基づき、
補助を行う。

関連する法令・計画等
武蔵小金井駅南口地区地区計画、都市再開発法、建築基準法及び
都市計画法など

担当課 まちづくり推進課

平成２３年度末をもって、第１地区の第一種市
街地再開発事業は完了した。これに伴い、都
市再開発法に基づく清算を行った。

当該支援要綱に基づき、関係機関との調整、
総会等に係る会場の確保を行った。平成２４
年４月２１日に武蔵小金井駅南口第２地区市
街地再開発準備組合が設立された。

事務事業評価シート

施策 成果活動指標 市内３駅の１日平均乗客数の合計 重点プロジェクト まちのにぎわい創出プロジェクト

基本事業

事業概要



【　基　本　情　報　】

【　「主な事業」に対する評価等　】

成果活
動指標

事業
進捗

予算額
(千円)

指標
結果

決算額
(千円)

指標
事業
進捗

効率性

○ 推進

現状維持

改善

縮小

完了・中止

27年度
90,000
　　　人

↓

土地区画整理事業を進捗するに当たり、仮
換地指定に伴う建物及び工作物等の移
転、下水道管等の地下埋設物工事や道路
築造工事を実施する。

○事業計画変更を実施し、事業完了期間を延伸したことか
ら、事業期間内に事業を完了させることが可能となった。
○事業は進捗したが、事業計画に記載されている計画上の
進捗には至らなかった。

25年度
90,000
　　　人

↓

土地区画整理事業を進捗するに当たり、仮
換地指定に伴う建物及び工作物等の移
転、下水道管等の地下埋設物工事や道路
築造工事を実施する。

90,000
　　　人

↓

○事業は進捗したが、事業計画に記載されている計画上の
進捗には至らなかった。

24年度
87,757
　　　人

↓

事業計画変更を実施すると共に、土地区画
整理事業を進捗するに当たり、仮換地指定
に伴う建物及び工作物等の移転、下水道
管等の地下埋設物工事や道路築造工事を
実施する。

土地区画整理事業を進捗するに当たり、仮
換地指定に伴う建物及び工作物等の移
転、下水道管等の地下埋設物工事や道路
築造工事を実施する。

建物移転を１２棟、道路築造工事を６７ｍ実施
した。
全体の事業進捗は３１．４８％となった。
（平成２４年度　４．８５％）

B B B

評価の説明

B B B23年度
H20
85,514
　　　人

推進

土地区画整理事業を進捗するに当たり、仮
換地指定に伴う建物及び工作物等の移
転、下水道管等の地下埋設物工事や道路
築造工事を実施する。

85,886人

建物移転を８棟、道路築造工事を８８６ｍ実施
した。
全体の事業進捗は２６．６３％となった。
（平成２３年度　６．９％）

1,287,514

関連する法令・計画等 土地区画整理法 担当課 区画整理課

計画（Ｐlan） 実施（Ｄo） 評価（Check）

具体的取組内容 実施経過・結果

基本事業
東小金井駅北口土地区画整理事業の
推進

A04-
11031

事業概要

目的（何のために）
東小金井駅から至近の距離にある市街化区域内農地等の比較的大きい低未利用地と基盤整備がなされないまま
一部宅地化が進んだ住宅地について、公共施設の整備改善を行い、計画的な発展による市街地の形成を図る。

主な事業東小金井駅北口土地区画整理事業の推進

実施方法（何をするか） 土地区画整理事業によるまちづくり

事務事業評価シート

施策 まちの顔となる駅周辺の整備 A04-11 成果活動指標 市内３駅の１日平均乗客数の合計 重点プロジェクト まちのにぎわい創出プロジェクト

1,379,301

1,044,109

1,170,714

1,145,363

1,285,228

994,208

90,208人 774,700

　
87,642人

862,006

建物移転を８棟、道路築造工事を１６ｍ実施し
た。
全体の事業進捗は３６．９９％となった。
（平成２５年度　５．５１％）

A B B
○事業は進捗したが、事業計画に記載されている計画上の
進捗には至らなかった。

90,250人

建物移転を１１棟、道路築造工事を１１８ｍ実
施した。
全体の事業進捗は４３．１３％となった。
（平成２６年度　６．１４％）

A B B

評価を踏まえた今
後の展開（Action）

○展開/課題
【展開】
地権者や関係機関と協議を重ね、事業計画通り平成３１年度までに移転及び工事を完了させる。
中央線の高架事業が完了していることから、駅前広場を平成２９年度までに完了させる。
【課題】
地権者との協議により移転時期がずれると、事業計画通りに進捗できない恐れがある。

○事業は一定の進捗がみられた。
○事業計画に記載されている計画上の進捗には至らなかっ
た。

26年度



【環境と都市基盤】

１　施策の基本情報

施策名 A04-12

施策分野 A04

２　施策を構成する主な事業の評価 （事務事業評価シートより）

H23 H24 H25 H26 H27
指     標 B B B Ｂ

事業進捗 A A A Ｂ

効 率 性 B B B Ｂ

指     標

事業進捗

効 率 性

指     標

事業進捗

効 率 性

指     標

事業進捗

効 率 性

３　施策を構成する主な事業の事業費 （単位：千円）

担当課
H23

(決算)
H24

(決算)
H25

(決算)
H26

(決算)
H27

(予算)
まちづくり
推進課

5,068 181 161 100 287

４　一次評価

５　最終評価

A・・・推進
B・・・一部課題あり
C・・・課題あり

・予定より遅れているため指標は達成していないが、施策の推進に向けて精力的に取り組んでいる。
・地区計画と並行して別の手法を用いたまちづくりを検討しているため、地区まちづくり計画の決定には至らなかっ
た。
・魅力的な市街地形成を図る上で、地区計画の推進は必要不可欠であり、施策の推進に寄与しているが、地区計
画決定されている地区以外においても、住民主体のまちづくりやさらなるバリアフリー化の推進が必要である。
・主な事業費は助成金であり、要綱で助成金額が規定されているので、削減の余地がないが、工夫を凝らし努力し
ていく必要がある。

評価 （特記意見）

B

26年度評価（ B ） （課題）
　より魅力的な市街地を整備するため、市民自らが自分たちの住む地域のまちづくりに参加し、推進
することができるよう、市民等の主体的なまちづくり活動の支援を行う必要がある。今後も、民間活力
の活用等、財政負担の軽減化についても関係団体とも連携を図りながら、他地区も含めた地区計画
や地区まちづくり計画の取組を計画的に推進していく必要がある。なお、助成金については、補助
金等交付の基本原則等を遵守し、見直しを図るとともに適正な執行に努める必要がある。

地区計画の推進

事業名 予算名称

事業名 成果活動指標
評価

地区計画の推進 地区計画件数

まちづくり推進事業に要する経費
(一部)

施策評価シート

魅力的な市街地 総括担当

市街地整備 まちづくり推進課

施策の方向性

まちづくり条例・バリアフリー基本構想に基づき、市民の利便
性の高い市街地として整備を進めるとともに、住民主体のまち
づくりを推進する。

関連課

まちづくり推進課



【　基　本　情　報　】

【　「主な事業」に対する評価等　】

成果活
動指標

事業
進捗

予算額
(千円)

指標
結果

決算額
(千円)

指標
事業
進捗

効率性

○ 推進

現状維持

改善

縮小

完了・中止

評価を踏まえた今
後の展開（Action）

○展開/課題
武蔵小金井駅北口周辺地区まちづくり協議会は、地区計画の策定に向けて、精力的に取り組んでおり、地区まちづくり計画の素案作成に向けて着実に進められている。
しかし、地区まちづくり計画および地区計画の策定は、地権者の財産に直接影響を与えるものであるため、策定にはどうしても時間を要する。
今後、地域の皆様が自分の住んでいる地区の特性をいかした住みよいまちづくりを推進できるために、地区まちづくり計画および地区計画策定を推進する。
なお、平成２７年度の具体的取組内容については、平成２６年度の実施結果に基づいて記入した。

・予定よりは遅れているが、地区まちづくり計画の素案作成に向け
て着実に進められている。

・主な経費は地区まちづくり協議会助成金であるが、要綱で助成金
額が規定されているので、削減の余地がない。

27年度

武蔵小金井駅北口周辺地区における地
区まちづくり計画の素案の検討を行い、具
体的になってきた。

B A B

・地区まちづくり計画の素案作成に向けて着実に進められて
いる。

・主な経費は地区まちづくり協議会助成金であるが、要綱で
助成金額が規定されているので、削減の余地がない。

4件

地区まちづくり計画の決定には至らなかっ
たが、引き続き武蔵小金井駅北口周辺地
区における地区まちづくり計画の素案の
検討を行った。

B B B

288

276

287

5,068

181

4件 161

100

魅力的な市街地 A04-12

住民主体のまちづくりの推進
A04-
12034

武蔵小金井駅北口周辺地区における地区
まちづくり計画（地区の特性をいかした住み
よいまちづくりを推進することを目的とした、
土地利用等に関する小金井市まちづくり条
例に基づく計画）を市長が決定する。

・地区計画の具体的な策定に向けて、「地区まちづくり準備
会」を「地区まちづくり協議会」へと認定した。

・主な経費は地区まちづくり協議会助成金であるが、要綱で
助成金額が規定されているので、削減の余地がない。

B

実施経過・結果

AB

5件 ↓
武蔵小金井駅北口周辺地区における地区
まちづくり計画の素案の検討を引き続き行
い、地区まちづくり計画の決定を目指す。

26年度 5件 ↓

25年度 4件 ↓

武蔵小金井駅北口周辺地区における地区
まちづくり計画（地区の特性をいかした住み
よいまちづくりを推進することを目的とした、
土地利用等に関する小金井市まちづくり条
例に基づく計画）の素案の検討をする。

23年度
Ｈ20
4件

推進
武蔵小金井駅北口周辺地区でまちづくり調
査委託を行う。

5,328

4,862

B

・まちづくり調査委託により地区の課題整理等を行い、地元
住民の意見を集約した。

・主な経費である武蔵小金井駅北口周辺地区まちづくり調
査委託料は、庁内検討委員会におけるプロポーザルを実施
のうえ選考した結果の金額なので、削減の余地がない。

24年度 4件 ↓

まちづくり条例に基づき、地区まちづくり計
画の検討を行うための組織である「まちづく
り協議会」の認定を行う。

B A

4件

4件

計画（Ｐlan） 実施（Ｄo） 評価（Check）

具体的取組内容 評価の説明

目的（何のために）
地区の課題や特徴を踏まえ、住民と市が連携しながら、地区の目指すべき将来像を設定し、その実現に向けて都市
計画に位置づけたまちづくりを進めていくため。

主な事業地区計画の推進

実施方法（何をするか）
地区の「目標」・「方針」を定め、その方針に従って、道路・公園などの「地区施設」や「建築物等に関する事項」など、
まちづくりの具体的な内容を定め、地区の特性を活かした良好な住環境や美しい街並みを誘導する。

関連する法令・計画等
小金井市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例
小金井市地区計画区域内における行為の届出に関する要綱
まちづくり条例・都市計画法

担当課 まちづくり推進課

武蔵小金井駅北口周辺地区のまちづくりを推
進することを目的に、地区計画（素案）の作成
等のための武蔵小金井駅北口周辺地区まち
づくり調査委託を行った。

まちづくり条例に基づき、地区まちづくり計画
の検討を行うための組織である「まちづくり協
議会」の認定を1件行った。
「武蔵小金井駅北口再生協議会」を「武蔵小
金井駅北口周辺地区まちづくり協議会」に認
定した。

事務事業評価シート

施策 成果活動指標 地区計画数 重点プロジェクト みどりと環境プロジェクト

基本事業

事業概要



【環境と都市基盤】

１　施策の基本情報

施策名 A05-13

施策分野 A05

２　施策を構成する主な事業の評価 （事務事業評価シートより）

H23 H24 H25 H26 H27
指     標 A A B Ｂ

事業進捗 A A A Ａ

効 率 性 B B B Ｂ

指     標

事業進捗

効 率 性

指     標

事業進捗

効 率 性

指     標

事業進捗

効 率 性

３　施策を構成する主な事業の事業費 （単位：千円）

担当課
H23

(決算)
H24

(決算)
H25

(決算)
H26

(決算)
H27

(予算)

介護福祉課 17,515 15,790 12,111 12,031 15,670

４　一次評価

５　最終評価

高齢者自立支援住宅改修給付事業等
に要する経費

施策評価シート

良質な住宅の供給 総括担当

住宅・住環境 介護福祉課

施策の方向性

市民、事業者の参加・協力と、国・東京都との連携により、良質
な住宅の供給を図るとともに、耐震化、防災・安全施設の整備
や施設のバリアフリー化により、周辺環境と調和のとれた快適
で安全な住環境の整備を図る。

関連課

介護福祉課

予算名称

事業名 成果活動指標
評価

高齢者自立支援住宅改
修給付事業の充実

高齢者自立支援住宅改修給付事
業の給付件数

高齢者自立支援住宅改修
給付事業の充実

事業名

A・・・推進
B・・・一部課題あり
C・・・課題あり

 平成26年度住宅改修の実施済分については、平成25年度実施分に比べ、6％増の件数となり、住宅改修給付の
実施によりバリアフリー化ができており、高齢者に対応した住宅施策の推進を一定果せた。今後高齢者人口の増
加が見込まれるため、より一層住宅改修の啓発を行い、都補助金等の活用と共に、市内外の業者及び包括支援
センター等と連携をし、高齢者が快適な在宅生活を送るための支援として住宅改修をおこなう。また、住宅改修給
付の要件として、市税等の完納についての検討に努める。

評価 （特記意見）

B

26年度評価（ B ） （課題）
　良質な住宅の供給という施策に対して、住宅改修の給付事業は、高齢者や障がいのある人が安全
に安心して暮らすことができるための支援であり、必要な方が適切な支援を受けられるよう、今後とも
市内外の事業者や包括支援センター等の関係機関とも連携を図りながら、事業を進めていく必要が
ある。なお、市税等の完納要件についても検討を要する。



【　基　本　情　報　】

【　「主な事業」に対する評価等　】

成果活
動指標

事業
進捗

予算額
(千円)

指標
結果

決算額
(千円)

指標
事業
進捗

効率性

推進

○ 現状維持

改善

縮小

完了・中止

評価を踏まえた今
後の展開（Action）

○展開/課題
展開： ①今後も介護保険と併用し住宅改修を行い高齢者の在宅での生活を支援する。
　　　　 ②市報等の掲載を増やし周知を図る。
課題： ①改修内容により利用者の負担額が高額になる場合がある。
　　　 　②賃貸住宅の場合は許可が必要である。

○高齢者が居住する住宅改修を給付し、介護の軽減、転倒
防止、動作の容易性の確保、行動範囲の拡大等生活の質
の確保が図れた。
○介護保険の住宅改修と併用する場合は、利用者及び施
行業者の郵送を一緒に送付し郵便料の縮減に努めた。

27年度

手すりの設置５件、床の段差解消０件、便器
の洋式化３件、浴槽の取替え３０件、流し・洗
面台の取替え１件

B A B

○高齢者が居住する住宅改修を給付し、介護の軽減、転倒
防止、動作の容易性の確保、行動範囲の拡大等生活の質
の確保が図れた。
○介護保険の住宅改修と併用する場合は、利用者及び施
行業者の郵送を一緒に送付し郵便料の縮減に努めた。

42件
手すりの設置4件、床の段差解消2件、便器の
洋式化3件、浴槽の取替え29件、流し・洗面台
の取替え4件

B A B

17,236

17,232

17,232

15,670

17,515

15,790

39件 12,111

　高齢者が居住する住宅に手すりの設置、
床の段差解消、便器の洋式化、浴槽の取
替え、流し・洗面台の取替え等の改修を給
付する。

12,031

56件 ↓

　高齢者が居住する住宅に手すりの設置、
床の段差解消、便器の洋式化、浴槽の取
替え、流し・洗面台の取替え等の改修を給
付する。

○高齢者が居住する住宅改修を給付し、介護の軽減、転倒
防止、動作の容易性の確保、行動範囲の拡大等生活の質
の確保が図れた。
○介護保険の住宅改修と併用する場合は、利用者及び施
行業者の郵送を一緒に送付し郵便料の縮減に努めた。

25年度 50件 ↓

　高齢者が居住する住宅に手すりの設置、
床の段差解消、便器の洋式化、浴槽の取
替え、流し・洗面台の取替え等の改修を給
付する。

26年度 53件 ↓

○高齢者が居住する住宅改修を給付し、介護の軽減、転倒
防止、動作の容易性の確保、行動範囲の拡大等生活の質
の確保が図れた。
○介護保険の住宅改修と併用する場合は、利用者及び施
行業者の郵送を一緒に送付し郵便料の縮減に努めた。

24年度 46件 ↓

　高齢者が居住する住宅に手すりの設置、
床の段差解消、便器の洋式化、浴槽の取
替え、流し・洗面台の取替え等の改修を給
付する。

52件
手すりの設置３件、床の段差解消１件、便器
の洋式化４件、浴槽の取替え４１件、流し・洗
面台の取替え３件

A A B

評価の説明

A A B23年度
H20
46件

充実

　高齢者が居住する住宅に手すりの設置、
床の段差解消、便器の洋式化、浴槽の取
替え、流し・洗面台の取替え等の改修を給
付する。

62件
手すりの設置８件、床の段差解消３件、便器
の洋式化７件、浴槽の取替え４２件、流し・洗
面台の取替え２件

17,233

関連する法令・計画等
小金井市高齢者自立支援住宅改修給付事業実施要綱、小金井市
介護保険・高齢者保健福祉総合事業計画

担当課 介護福祉課

計画（Ｐlan） 実施（Ｄo） 評価（Check）

具体的取組内容 実施経過・結果

基本事業
高齢者・障がいのある人に対応した住
宅施策の推進

A05-
13037

事業概要

目的（何のために）
高齢者世帯の住む住宅において、動作の容易性確保（痛みの軽減）や行動範囲の拡大の確保等の目的で行う住宅改修に対し、改修費用の
一部を給付し、在宅での生活の質の確保を図る。

主な事業 高齢者自立支援住宅改修給付事業の充実

実施方法（何をするか）
工事実施前に申請を受け、内容を審査し給付決定をする。工事完了後に確認を行い、対象工事ごとに定められている給付金額のうち、本人負
担分を除いた額を工事実施業者に支払う。また、身体状態に応じた改良を希望する高齢者に対し、一級建築士等が訪問や面接等により、住宅
改修の相談・助言を行う。

事務事業評価シート

施策 良質な住宅の供給 A05-13 成果活動指標 高齢者自立支援住宅改修給付事業の給付件数 重点プロジェクト 共生社会推進プロジェクト



【環境と都市基盤】

１　施策の基本情報

施策名 A05-14

施策分野 A05

２　施策を構成する主な事業の評価 （事務事業評価シートより）

H23 H24 H25 H26 H27
指     標 A A A A

事業進捗 B B B B

効 率 性 B B B B

指     標

事業進捗

効 率 性

指     標

事業進捗

効 率 性

指     標

事業進捗

効 率 性

３　施策を構成する主な事業の事業費 （単位：千円）

担当課
H23

(決算)
H24

(決算)
H25

(決算)
H26

(決算)
H27

(予算)
まちづくり推
進課

0 0 0 0 287

都市計画課 0 0 0 0 569

４　一次評価

５　最終評価

施策評価シート

快適な住環境の整備 総括担当

住宅・住環境 都市計画課

施策の方向性

市民、事業者の参加・協力と、国・東京都との連携により、周辺
環境と調和のとれた快適で安全な住環境の整備を図ります。

関連課

都市計画課
まちづくり推進課

事業名 成果活動指標
評価

都市計画や地区計画な
どによる住環境の維持

第一種低層住居専用地域の割合

都市計画審議会に要する経費

事業名 予算名称

まちづくり推進事業に要する経費（の一
部）都市計画や地区計画などに

よる住環境の維持

A・・・推進
B・・・一部課題あり
C・・・課題あり

　（施策の進捗状況）
成果活動指標である第一種低層住居専用地域（以下「一低層」という）の割合65.1％を維持することができた。しか
し、具体的取り組みとして掲げている自主的なまちづくりに対する支援は一低層においては無かった。今後も周知
に努める必要がある。
　（施策の有効性・貢献度）
成果活動指標は一低層の割合を維持することとしているが、小金井市の一低層の割合は、多摩26市の平均と比べ
て高く、土地利用の特長となっており、まちづくりにおいて大きな意味をもっている。また、快適で安全な住環境を整
備する目的のためには、住民によるまちづくり活動に対する支援を行い、地区計画等によるきめ細やかなまちづくり
を行うことが有効であり、施策の進捗に寄与すると考えられる。

評価 （特記意見）

B

26年度評価（-） （課題）
　良好な住居の環境を保護するために定めている一低層の割合は65.1％で、近隣市の平均を上
回っており、ゆとりのある低層住宅地の形成は、本市の特長でもある。
　自然が豊かで安心して暮らすことのできる住宅都市（ベッドタウン）という特長をいかし、今後も、生
活利便性を高めつつ、豊かな自然と調和した住環境の維持に努めていく必要がある。



【　基　本　情　報　】

【　「主な事業」に対する評価等　】

成果活
動指標

事業
進捗

予算額
(千円)

指標
結果

決算額
(千円)

指標
事業
進捗

効率
性

推進

○ 現状維持

改善

縮小

中止

評価を踏まえた今
後の展開（Action）

○展開/課題　第一種低層住居専用地域（以下「一低層」という。）は、低層住宅に係る良好な住居の環境を保護するため定める地域であるが、必ずしも一低層の指定だけで良好な住
環境を達成できるものではない。更なる良好な住環境を達成するための実効性を担保する手段として地区計画や建築協定等のルール策定を行う必要がある。しかし、既に一低層の厳
しい制限を指定されている上に、更にルールを設けることとなるため、計画区域内の住民にそのルールの必要性の理解を得なければならず、取り組みは進捗していない。また、施策の
目的と成果活動指標が必ずしも合致するとは言い難い状況である。
今後も住民の協力を得るため、策定に向けたまちづくりの意識の醸成を図るよう周知に努める。

Ｂ

第一種低層住居専用地域の割合に変化は無かった。
地区計画等により環境を保全する支援を行うまでには至ら
なかったため、事業進捗はＢとした。また、本制度について
は周知に努めているが、住民の自主的な活動に対して支援
するという受動的な事業であるため、効率性もＢとした。

27年度 65.1% ↓ 856

生活環境の保全を図るため、地区計画、地区ま
ちづくり計画及び建築協定の策定に向けた、住
民協議会等のまちづくり条例等に基づく自主的
なまちづくり活動に対し支援を行う。

第一種低層住居専用地域の割合に変化は無かった。

ホームページやパンフレットでの案内等に
より周知に努めた。
住民から第一種低層住居専用地域の環
境を保全するための相談、支援の要請が
なかった。

Ａ Ｂ

65.1%

65.1% 0

B

ホームページやパンフレットでの案内等に
より周知に努めた。
住民から第一種低層住居専用地域の環
境を保全するための相談、支援の要請が
なかった。

A B B

26年度 65.1% ↓ 856

生活環境の保全を図るため、地区計画、地区ま
ちづくり計画及び建築協定の策定に向けた、住
民協議会等のまちづくり条例等に基づく自主的
なまちづくり活動に対し支援を行う。

第一種低層住居専用地域の割合に変化は無かった。

25年度 65.1% ↓ 856

生活環境の保全を図るため、地区計画、地区ま
ちづくり計画及び建築協定の策定に向けた、住
民協議会等のまちづくり条例等に基づく自主的
なまちづくり活動に対し支援を行う。

0

ホームページやパンフレットでの案内等に
より周知に努めた。
住民から第一種低層住居専用地域の環
境を保全するための相談、支援の要請が
なかった。

A B

B B 第一種低層住居専用地域の割合に変化は無かった。

24年度 65.1% ↓ 856

生活環境の保全を図るため、地区計画、地区ま
ちづくり計画及び建築協定の策定に向けた、住
民協議会等のまちづくり条例等に基づく自主的
なまちづくり活動に対し支援を行う。

65.1% 0

評価の説明

23年度 65.1% 推進 856

生活環境の保全を図るため、地区計画、地区ま
ちづくり計画及び建築協定の策定に向けた、住
民協議会等のまちづくり条例等に基づく自主的
なまちづくり活動に対し支援を行う。

65.1% 0

ホームページやパンフレットでの案内等に
より周知に努めた。
住民から第一種低層住居専用地域の環
境を保全するための相談、支援の要請が
なかった。

A

関連する法令・計画等 都市計画法、建築基準法、まちづくり条例 担当課
都市計画課
まちづくり推進課

計画（Ｐlan） 実施（Ｄo） 評価（Check）

具体的取組内容 実施経過・結果

基本事業 生活環境の保全
A05-
14039

事業概要

目的（何のために） 恵まれた自然と調和した住環境を維持し、快適で安全な住環境の整備を推進する。

主な事業都市計画や地区計画などによる住環境の維持

実施方法（何をするか） 住宅専用地域の維持や地区計画などにより、生活利便性を高めつつ、生活環境の保全を図る。

事務事業評価シート

施策 快適な住環境の整備 A05-14 成果活動指標 第一種低層住居専用地域の割合 重点プロジェクト



【環境と都市基盤】

１　施策の基本情報

施策名 A05-15

施策分野 A05

２　施策を構成する主な事業の評価 （事務事業評価シートより）

H23 H24 H25 H26 H27
指     標 A A B Ｂ

事業進捗 A A B Ｂ

効 率 性 B B B Ｂ

指     標

事業進捗

効 率 性

指     標

事業進捗

効 率 性

３　施策を構成する主な事業の事業費 （単位：千円）

担当課
H23

(決算)
H24

(決算)
H25

(決算)
H26

(決算)
H27

(予算)
まちづくり推
進課

3,610 9,994 4,767 3,068 5,221

４　一次評価

５　最終評価

施策評価シート

安全な住環境の整備 総括担当

住宅・住環境 まちづくり推進課

施策の方向性

昭和５６年以前の木造住宅の所有者に対して、耐震診断及び
耐震改修のための助成を行う。また、耐震相談及び簡易耐震
診断を実施し、耐震診断及び耐震改修を促進する。

関連課

まちづくり推進課

事業名 成果活動指標
評価

耐震助成事業の充実 住宅の耐震化率

耐震助成事業の充実

事業名 予算名称

木造住宅耐震助成に要する経費

A・・・推進
B・・・一部課題あり
C・・・課題あり

・小金井市耐震改修計画では、平成２７年度までに耐震化率９０．０％を目標としている。
・東日本大震災後の平成２４年度は、耐震診断、耐震改修の助成金申請件数が増加したが、平成２５年、２６年度
の申請件数の伸びは鈍化した。平成２７年度以降も無料簡易耐震診断や耐震改修相談窓口パンフレットの配布
等の実施により、普及啓発をしていく必要がある。
・成果活動指標である住宅の耐震化率は、総務省の住宅・土地統計調査をもとに５年毎に算出し、東京都推計方
法を活用している。平成２０年度調査結果と比較し、平成２５年度調査結果の耐震化率は伸びているが、目標値に
は達していないところである。
・耐震助成事業により、少しずつではあるが、耐震改修が進捗しているため、今後とも継続して普及啓発に努める
必要がある。

評価 （特記意見）

B

26年度評価（-） （課題）
　市民の安全な暮らしを支えるため、住宅の耐震化に向けた取組は重要である。改定された耐震改
修促進計画に基づき、関係機関と連携した効果的な相談体制の強化や普及啓発活動の一層の充
実に努める必要がある。



【　基　本　情　報　】

【　「主な事業」に対する評価等　】

成果活
動指標

事業
進捗

予算額
(千円)

指標
結果

決算額
(千円)

指標
事業
進捗

効率性

推進

○ 現状維持

改善

縮小

完了・中止

※平成23年度～25年度については、指標結果に誤りがあったため、指標結果、評価（指標、事業進捗、評価の説明）を修正しました。

評価を踏まえた今
後の展開（Action）

○展開/課題
・小金井市耐震改修計画では、平成２７年度までに耐震化率９０．０％を目標としている。
・東日本大震災後の平成２４年度は、耐震診断、耐震改修の助成金申請件数が増加したが、平成２５年、２６年度の申請件数の伸びは鈍化した。平成２７年度以降も無料簡易耐震診断や耐
震改修相談窓口パンフレットの配布等の実施により、普及啓発をしていく必要がある。
・成果活動指標である住宅の耐震化率は、総務省の住宅・土地統計調査をもとに５年毎に算出し、東京都推計方法を活用している。平成２０年度調査結果と比較し、平成２５年度調査結果
の耐震化率は伸びているが、目標値には達していないところである。
・耐震助成事業により、少しずつではあるが、耐震改修が進捗しているため、今後とも継続して普及啓発に努める必要がある。

○指標結果は概ね83.0％と推測される。
○昨年度よりも助成希望者が少なかった。
○通知書等の受け渡しについて、工事確認時に手渡しする
など、郵送代の縮減に努めた。

27年度

木造住宅耐震診断11件及び耐震改修8件の
助成を行った。また、木造住宅耐震相談を11
回（19件）行った。
小金井市耐震改修促進計画の改定を行い、
住宅の耐震化率の目標を平成27年度90％
（従前より）、平成32年度95％（新規）とした。

B B B

○指標結果は概ね82.7％と推測される。
○昨年度よりも助成希望者が少なかった。
○通知書等の受け渡しについて、工事確認時に手渡しする
など、郵送代の縮減に努めた。

－

木造住宅耐震診断17件及び耐震改修6件の
助成を行った。また、木造住宅耐震相談を9回
（19件）行った。
新たに、無料簡易耐震診断16件、耐震改修相
談窓口パンフレットの作成を行った。

B B B

8,669

5,610

5,221

3,610

9,994

82.7% 4,767

3,068

安全な住環境の整備 A05-15

建築物の不燃化・耐震化
A05-
15040

木造住宅耐震診断40件及び耐震改修10件
の助成を行う。また、木造住宅耐震相談12
回（36件）を行う。
新たに、無料簡易耐震診断30件、耐震改修
相談窓口パンフレットの作成を行う。

○指標結果は概ね82.4％と推測される。
○予算を大きく上回る助成希望者がいたため、補正予算で
対応した。
○通知書等の受け渡しについて、工事確認時に手渡しする
など、郵送代の縮減に努めた。

B

実施経過・結果

AA

90.0% ↓

木造住宅耐震診断35件及び耐震改修10件
の助成を行う。また、木造住宅耐震相談12
回（36件）を行う。
無料簡易耐震診断30件を行う。

26年度 87.0% ↓

25年度 84.0% ↓

木造住宅耐震診断60件及び耐震改修10件
の助成を行う。また、木造住宅耐震相談12
回（36件）を行う。
小金井市耐震改修促進計画の改定を行う。

23年度
H20
78.0%

充実
木造住宅耐震診断24件及び耐震改修8件
の助成を行う。また、木造住宅耐震相談12
回（36件）を行う。

3,723

3,769

B

○指標結果は概ね82.1％と推測される。
○ほぼ予算どおりの事業進捗状況であった。
○通知書等の受け渡しについて、工事確認時に手渡しする
など、郵送代の縮減に努めた。

24年度 81.0% ↓
木造住宅耐震診断24件及び耐震改修8件
の助成を行う。また、木造住宅耐震相談12
回（36件）を行う。

A A

-

-

計画（Ｐlan） 実施（Ｄo） 評価（Check）

具体的取組内容 評価の説明

目的（何のために） 災害時における住宅の倒壊防止のため、住宅の耐震化の促進を図るため。

主な事業耐震助成事業の充実

実施方法（何をするか）
昭和５６年以前の木造住宅の所有者に対して、耐震診断及び耐震改修のための助成を行う。また、耐震相談及び簡
易耐震診断を実施し、耐震診断及び耐震改修を促進する。

関連する法令・計画等
小金井市木造住宅耐震診断助成金交付要綱
小金井市木造住宅耐震改修助成金交付要綱
小金井市木造住宅耐震相談業務実施要綱

担当課 まちづくり推進課

木造住宅耐震診断16件及び耐震改修9件の
助成を行った。また、木造住宅耐震相談を11
回（25件）行った。

木造住宅耐震診断42件及び耐震改修26件の
助成を行った。また、木造住宅耐震相談を11
回（26件）行った。

事務事業評価シート

施策 成果活動指標 住宅の耐震化率 重点プロジェクト

基本事業

事業概要



【環境と都市基盤】

１　施策の基本情報

施策名 A05-17

施策分野 A05

２　施策を構成する主な事業の評価 （事務事業評価シートより）

H23 H24 H25 H26 H27
指     標 Ａ Ｂ Ａ B

事業進捗 Ａ Ｂ Ａ B

効 率 性 Ａ Ｂ Ａ B

指     標

事業進捗

効 率 性

指     標

事業進捗

効 率 性

指     標

事業進捗

効 率 性

３　施策を構成する主な事業の事業費 （単位：千円）

担当課
H23

(決算)
H24

(決算)
H25

(決算)
H26

(決算)
H27

(予算)

下水道課 16,695 0 4,935 0 17,766

４　一次評価

５　最終評価

A・・・推進
B・・・一部課題あり
C・・・課題あり

・下水道施設の耐震化は、地震発生時における下水道機能の停止など市民生活や社会経済活動への影響を最
小限に抑える効果があり、下水道の維持管理を推進していくうえで重要である。
・当該事業の成果活動指標である下水道施設の耐震化率については計画延伸などがあり、当初の計画から遅れ
ている。そのため、平成２７年度に今後５年の詳細設計を策定し、さらに耐震化を推進していく必要がある。

評価 （特記意見）

B

26年度評価（-） （課題）
　下水道施設については、多くの下水道管きょが耐用年数となる50年に近づいており、更新に要す
る費用が大きくなることが予想されることから、新設された下水道基金の活用を含め、中長期的な見
通しをもって、計画的な維持・管理を進めていく必要がある。

下水道施設耐震化の推進

事業名 予算名称

事業名 成果活動指標
評価

下水道施設耐震化の推
進

下水道施設の耐震化率

管きょ建設に要する経費

施策評価シート

下水道の維持管理 総括担当

住宅・住環境 下水道課

施策の方向性

管路の耐震化・合流式下水道の下水道の改善・長寿命化対策
など維持管理の充実を図ります。

関連課

下水道課



【　基　本　情　報　】

【　「主な事業」に対する評価等　】

成果活
動指標

事業
進捗

予算額
(千円)

指標
結果

決算額
(千円)

指標
事業
進捗

効率
性

○ 推進

現状維持

改善

縮小

中止

17,766
小金井市総合地震対策計画の変更に伴う
詳細設計策定する。

↓

↓

↓

↓

管きょとマンホールの継手部の可とう化 4,9350.0%

0.0%

評価を踏まえた今
後の展開（Action）

○展開/課題
　小金井市民の安定した生活を確保するため、平成２５年策定の小金井市下水道総合地震対策計画（第二期、平成２７年度から平成３１年度）に基づき、マンホールと管きょの接続部
の可とう化２１９箇所、マンホールトイレ（４施設４０基）の詳細設計を行い、更なる耐震化を推進する必要がある。また、本市の下水道は平成３１年度以降、管きょの耐用年数（５０年）を
経過していくことから、今後も安定的な下水道施設を使用できるように耐震化に合わせて長寿命化対策も実施していく必要がある。

Ｂ
地域防災計画策定が延伸されたことに伴い、当該詳細設計を次年
度に策定することになった。

27年度

0

0.0%

Ａ

下水道施設耐震化の推進事業に発展的
改変あり。
小金井市総合地震対策計画の修正を行っ
た。

Ｂ Ｂ Ｂ

地域防災計画策定が延伸されたことに伴い、
当該詳細設計も次年度に延伸された。

Ｂ Ｂ26年度 0.0% 19,818
小金井市総合地震対策計画の変更に伴う
詳細設計策定する。

地域防災計画の見直しに伴い、小金井市総合地震対策計
画の修正を行った。

25年度 14.8% 6,279
地域防災計画の見直しに伴い、小金井市総合地震対策計
画を策定し、26年度以降の実施を推進する。

Ａ Ａ

Ａ Ａ
詳細計画の結果、対象箇所数は104ヶ所となり、φ 800mm以
上の可とう化は、中期計画で行う予定としたため、調査、診
断後の事業量に対し、事業は終了した。

下水道施設耐震化の推進事業に発展的
改変あり。
小金井市総合地震対策計画を策定した。

24年度 10.0% 0 管きょとマンホールの継手部の可とう化 0.0% 0

評価の説明

23年度 5.0% 推進 25,000 管きょとマンホールの継手部の可とう化 1.1% 16,695
管きょとマンホール継手部の可とう化を３８
箇所実施した。下水道施設耐震化の推進
事業に発展的改変あり。

Ａ

関連する法令・計画等 担当課 下水道課（環境政策課）

計画（Ｐlan） 実施（Ｄo） 評価（Check）

具体的取組内容 実施経過・結果

基本事業 維持管理の充実
A05-
17046

事業概要

目的（何のために）
小金井市内公共下水道管路施設が直下型地震により被災した状況下においてもトイレの確保、未処理下水による公衆衛
生、雨水排水機能による浸水被害の防除するため。

主な事業下水道施設耐震化の推進

実施方法（何をするか） 管きょとマンホール継手部の可とう化を行う。

事務事業評価シート

施策 下水道の維持管理 A05-17 成果活動指標 下水道施設の耐震化 重点プロジェクト



【環境と都市基盤】

１　施策の基本情報

施策名 Ａ06-18

施策分野 Ａ06

２　施策を構成する主な事業の評価 （事務事業評価シートより）

H23 H24 H25 H26 H27
指     標 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

事業進捗 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

効 率 性 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

指     標 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

事業進捗 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

効 率 性 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

指     標 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

事業進捗 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

効 率 性 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ
指     標
事業進捗
効 率 性

３　施策を構成する主な事業の事業費 （単位：千円）

担当課
H23

(決算)
H24

(決算)
H25

(決算)
H26

(決算)
H27

(予算)

都市計画課
道路管理課

380,965 375,409 95,826 224,767 484,146

都市計画課
道路管理課

5,177 4,993 5,702 5,591 360,786

都市計画課
道路管理課

61,175 66,152 382,792 0 36,016

４　一次評価

５　最終評価

26年度評価（B） （課題）
　都市計画道路3・4・1号線の整備について遅れてはいるが、関係機関との協議などにより、事業進
捗に向けて取り組んでいる。3・4・8号線の整備については、地権者の協力も得ながら、費用の平準
化を考慮し計画的に進めていく必要がある。
　また、工事費等についても、内容を見直す等効果的・効率的な手法について検討し、経費削減に
努める必要がある。

A・・・推進
B・・・一部課題あり
C・・・課題あり

（進捗状況について）
26年度の目標48.0％に対して、45.3％という結果であった。整備中の都市計画道路は、各路線とも事業の終末で
あり、用地交渉が難航している権利者が残っているため、進捗が停滞している。しかし、3･4･3は全ての権利者と契
約を完了することができたため、今後は街路築造工事を進め、事業完了を目指す。未着工の都市計画道路は、用
地取得の段階に入ってきた。3･4･1は一部を道路区域に編入することができたため、用地取得に着手した。3･4･8
は用地取得を開始した。側道整備は、小鉄１を残し、整備が完了した。
（施策の有効性・貢献度について）
都市計画道路や側道の整備は、安全で快適な交通環境の形成のために必要であり、施策の進捗に寄与してい
る。

評価 （特記意見）
　　整備中の都市計画道路及びＪＲ中央線連続立体交差事業側道整備事業については、事業完了
に向けて着実に進捗している。B

整備中の都市計画道路の
整備（3・4・3号線、3・4・12
号線、3・4・14号線）

都道134号線整備に要する経費（一部）
都市計画道路3・4・12号線整備に要する経費
主要地方道15号線整備に要する経費

未着工の都市計画道路の
整備（3・4・1号線、3・4・8号
線）

都道134号線整備に要する経費（一部）
都市計画道路3・4・8号線整備に要する経費

ＪＲ中央本線連続立体交差
事業側道整備

道路新設改良に要する経費（一部）

ＪＲ中央本線連続立体交
差事業側道整備

都市計画道路の整備率

事業名 予算名称

事業名 成果活動指標
評価

整備中の都市計画道路
の整備（3・4・3号線、3・
4・12号線、3・4・14号線）

都市計画道路の整備率

未着工の都市計画道路
の整備（3・4・1号線、3・
4・8号線）

都市計画道路の整備率

施策評価シート

道路の整備 総括担当

道路・河川 都市計画課

施策の方向性

　ＪＲ中央本線の関連側道、南北道路、都市計画道路の整備
及び生活道路の安全性向上を進めるとともに、道路の電線類
地中化及び交通関連施設のバリアフリー化を推進し、人にや
さしい道路環境の整備を図る。

関連課

都市計画課
道路管理課



【　基　本　情　報　】

【　「主な事業」に対する評価等　】

成果活
動指標

事業
進捗

予算額
(千円)

指標
結果

決算額
(千円)

指標
事業
進捗

効率
性

○ 推進

現状維持

改善

縮小

中止

事務事業評価シート

施策 道路の整備 A06-18 成果活動指標 都市計画道路の整備率 重点プロジェクト

基本事業 都市計画道路の整備
A06-
18047

事業概要

目的（何のために）
JR中央本線連続立体交差化事業に伴う駅周辺の基盤整備及び踏切廃止による南北交通の渋滞緩和に対する
交通の円滑化、安全性、防災機能の向上

主な事業
整備中の都市計画道路の整備(3・4・3号線、3・
4・12号線、3・4・14号線)

実施方法（何をするか） 計画幅員による道路拡幅整備

関連する法令・計画等 都市計画法、道路法 担当課 都市計画課、道路管理課

計画（Ｐlan） 実施（Ｄo） 評価（Check）

具体的取組内容 実施経過・結果 評価の説明

23年度
H20
39.0%

整備 771,738

3・4・3号線  　用地交渉・買収
　　　　　　　　　街路築造・電線共同溝設置
3・4・12号線　公社により用地交渉・収用
　　　　　　　　　街路築造・電線共同溝設置
3・4・14号線　用地交渉・買収
　　　　　　　　　アーケード基礎撤去(東側)

41.2% 380,965

3・4・3号線　　用地取得
　　　　　　　　　街路築造・電線共同溝設置
3・4・12号線　収用裁決申請
　　　　　　　　　街路築造・電線共同溝設置
3・4・14号線　用地取得
　　　　　　　　　アーケード基礎撤去(東側)

B B

○指標は概ね達成している。
○取得予定箇所についての買収は概ね達成できたが、土地
収用法に基づく、収用裁決申請を都収用委員会に行った路
線もあった。
○事業に要する経費は用地取得費、工事費であるため、削
減の余地はない。

24年度 44.3% ↓ 662,759

3・4・3号線　事業認定準備、用地交渉
　              街路築造・電線共同溝設置
3・4・12号線　公社により用地交渉・収用
　街路築造・電線共同溝設置・連系引込管設置
3・4・14号線　用地交渉・買収
　               電線共同溝設置(西側)

44.3% 375,409

3・4・3号線　　事業認定申請、街路築造
3・4・12号線　公社により用地交渉
　　　　　　　　　インターロッキング舗装(歩道)
3・4・14号線　用地交渉・買収
　　　　　　　　　アーケード基礎撤去(東側)

95,826

3・4・3号線　　事業認定、用地交渉継続
3・4・12号線　街路築造・インターロッキング
　　　　　　　　　舗装（歩道）
3・4・14号線　アーケード基礎撤去（東側） B B

B

26年度 48.0% ↓ 157,079

3・4・3号線　　裁決申請、連系引込管設置
3・4・12号線　公社により用地交渉、買収
　　　　　　　　　インターロッキング舗装(歩道)
3・4・14号線　用地交渉・買収
　　　　　　　　　地下埋設管移設(東側)

○指標は概ね達成している。
○取得予定箇所についての買収は概ね達成できた。
○収用裁決申請に対する都収用委員会から収用裁決があ
り、裁決に基づいた関係人への補償金の支払が完了した。
○事業に要する経費は用地取得費、工事費であるため、削
減の余地はない。

25年度 46.0% ↓ 331,014 B

3・4・3号線　　事業認定書類作成、用地交渉
　　　　　　　　継続  街路築造・電線共同溝設置
3・4・12号線　収用裁決
　　　　　　　　　街路築造・電線共同溝設置
3・4・14号線　用地取得
　　　　　　　　　電線共同溝設置(西側)

B B B

○進捗は指標に対して遅れている。
○3・4・3は収用裁決申請に向けた事業認定を行った。
○事業に要する経費は用地取得費、工事費であるため、削
減の余地はない。

3・4・3号線　　用地交渉完了
3・4・12号線　公社による用地説明会の開催
3・4・14号線　東側用地取得完了

Ｂ Ｂ

44.5%

45.3% 224,767

評価を踏まえた今
後の展開（Action）

○展開/課題
○3・4・3号線　都との委託協定による「新みちづくり・まちづくりパートナー事業」は平成27年度までとなっているが、全ての画地について用地取得契約を完了した。今後は取得した用地に残る建物を除却
し、更地化した後、街路築造工事を行っていく。
○3・4・12号線　対象地はマンション敷地の一部であるため、マンション管理組合での分離処分決議（全体戸数の4分の3以上）を得る必要がある。用地取得に当り国の補助金を活用するには決議が不可欠
であり、決議が得られるように引き続き交渉を継続する。
○3・4・14号線　都との委託協定による「小金井都市計画道路3・4・14号小金井駅前原線事業」は工事も含め平成28年度までとなっている。用地取得率は97％を超えており、引き続き用地取得に向けて任
意交渉を進めて行く。

Ｂ

○成果指標は目標に対して遅れている。
○3・4・3は用地買収の協力を得られることになり、収用申請
は取り下げた。当初予定していなかった土地が買収できた
ため、土地費が膨らんだ。
○事業に要する経費は用地取得費、工事費であるため、削
減の余地はない。

27年度 50.0% ↓ 484,146

3・4・3号線　　収用、連系引込管設置
3・4・12号線　公社より市が買い戻し
　　　　　　　　　街路築造・電線共同溝設置
3・4・14号線　用地交渉・買収



【　基　本　情　報　】

【　「主な事業」に対する評価等　】

成果活
動指標

事業
進捗

予算額
(千円)

指標
結果

決算額
(千円)

指標
事業
進捗

効率
性

○ 推進

現状維持

改善

縮小

中止

360,786

3・4・1号線　①②区域用地交渉・買収、③区域
用地補償説明会・物件調査・用地交渉・買収、
④区域道路区域変更手続・用地補償説明会
3・4・8号線　土地開発公社による地権者交渉、
用地取得

45.3%

評価を踏まえた今
後の展開（Action）

○展開/課題
○3・4・1号線　一部事業に対する合意形成が図れず事業の進捗が遅れていたが、都と調整のうえ事業区間を4分割化し、個々の区域で抱える問題点を解決しながら事業を進めること
となった。第１、第２工区は道路区域に編入し、用地買収を開始した。事業完了の目標を概ね平成33年度とし、事業を進める。
○3・4・8号線　土地開発公社（都市計画課用地係兼務）により関係地権者と個別に折衝を重ね、用地取得を開始した。土地開発公社が取得した事業用地の市による買い戻しに対して
は、市財政状況を鑑み、可能な限り各年度に均等化した用地取得状況となるよう留意する。

Ｂ

○指標結果は目標に対して遅れている。
○3・4・1号線　一部分の道路区域編入が完了した。道路区域編入
部分から地権者への説明を始めたが、用地取得までには至らず、
予算は未消化となった。
○3・4・8号線　土地の取得を開始した。

27年度 50.0% ↓

B

○進捗は指標に対して遅れている。
○3・4・1号線　一部用地測量に着手した。
○3・4・8号線　事業認可を取得し、土地開発公社（都市計画課用
地係兼務）により地権者への交渉を行っている。

3・4・1号線
　第1,2工区の道路区域変更が完了
　第3工区の道路区域変更手続開始
3・4・8号線
　用地取得開始、建築基準法上の道路
（第42条1項4号）の手続き完了

Ｂ Ｂ

44.5%

○指標は概ね達成できた。
○3・4・1号線　前年度の都との調整を踏まえ、用地取得が可能な
区域から事業着手。
○3・4・8号線　事業認可を取得し、土地開発公社（都市計画課用
地係兼務）により地権者への交渉を始めている。
○事業開始時であるため、経費は用地測量のみであり、削減する
余地はない。

3・4・1号線　事業区域細分化、用地測量
説明会、①区域用地測量
3・4・8号線　事業認可取得、用地説明会
の開催、土地開発公社による地権者交渉

B B

25年度 46.0% ↓ 73,320 BB

3・4・1号線　用地測量、道路区域変更手
続

B

5,591

B

26年度 48.0% ↓ 257,369

3・4・1号線　①区域物件調査・用地交渉・買収、
②区域道路区域変更手続・用地補償説明会・
物件調査、③区域用地測量・道路区域変更手
続、④区域用地測量
3・4・8号線　土地開発公社による地権者交渉、
用地取得

44.3% 4,993

3・4・1号線　①区域道路区域変更手続・用地補
償説明会、②区域用地測量・道路区域変更手
続
3・4・8号線　土地開発公社による地権者交渉、
用地取得

5,702

5,177
3・4・1号線　測量実施不可
3・4・8号線　事業認可に向けた東京都協
議

B B

○指標は概ね達成できた。
○3・4・1号線　地権者の理解が得られず用地測量を実施で
きなかった。今後の進め方について都と調整。
○3・4・8号線　事業認可の必要書類の調製に時間を要し
た。
○事業に要する具体的な経費は発生していない。

24年度 44.3% ↓ 21,649

3・4・1号線　事業区域分割化、用地測量説明
会、①区域用地測量
3・4・8号線　事業認可取得、用地説明会の開
催、土地開発公社による地権者交渉

23年度
H20
39.0%

推進 26,594
3・4・1号線　現況・用地測量
3・4・8号線  事業認可に向けた東京都協議

41.2%

担当課 都市計画課、道路管理課

計画（Ｐlan） 実施（Ｄo） 評価（Check）

具体的取組内容 実施経過・結果 評価の説明

A06-
18047

事業概要

目的（何のために）
JR中央本線連続立体交差化事業に伴う駅周辺の基盤整備及び踏切廃止による南北交通の渋滞緩和に対する
交通の円滑化、安全性、防災機能の向上

主な事業
未着工の都市計画道路の整備(3・4・1号線、3・
4・8号線)

実施方法（何をするか） 計画幅員による道路拡幅整備

関連する法令・計画等 都市計画法、道路法

基本事業

事務事業評価シート

施策 道路の整備 A06-18 成果活動指標 都市計画道路の整備率 重点プロジェクトまちのにぎわい創出プロジェクト

都市計画道路の整備



【　基　本　情　報　】

【　「主な事業」に対する評価等　】

成果活
動指標

事業
進捗

予算額
(千円)

指標
結果

決算額
(千円)

指標
事業
進捗

効率
性

○ 推進

現状維持

改善

縮小

中止

評価を踏まえた今
後の展開（Action）

○展開/課題
○小鉄中付２～５は開通した。
○小鉄中付１は用地の取得が完了した。今後、街路築造工事等を行い、平成28年4月の開通を予定している。

Ｂ

○成果指標は目標に対して遅れている。
○小鉄中付1の用地買収は完了した。
○小鉄中付2～5は開通済みである。
○事業に要する経費は、工事費であるため、削減する余地
はない。

27年度 50.0% ↓ 36,016

小鉄中付1　地下埋設企業工事
小鉄中付1　街路築造工事
小鉄中付2～5　開通済

○進捗は指標に対して遅れている。
○小鉄中付1の用地買収は完了した。
○小鉄中付2～5は開通済みである。
○事業に要する経費は、工事費であるため、削減する余地
はない。

小鉄中付1　用地管理
小鉄中付4　残地整備(都建設局施行)、調整及
び引受け
小鉄中付5　残地整備(都建設局施行)、調整及
び引受け

Ｂ Ｂ

44.5%

45.3% 0

B

小鉄中付1　用地交渉
小鉄中付2　開通時期調整
小鉄中付3　街路築造工事、地下埋設企業工
事
小鉄中付4　街路築造工事(都建設局施行)
小鉄中付5　街路築造工事(都建設局施行)

B B B

26年度 48.0% ↓ 0
小鉄中付2～5　開通済

○指標は概ね達成している。
○小鉄中付1の未買収地については前年度同様交渉を継続
したが用地取得に至らなかった。
○小鉄中付2～5についてはH25.3末で工事完了。
○事業に要する経費は、用地取得費、工事費であるため、
削減する余地はない。

25年度 46.0% ↓ 390,797

小鉄中付1　用地交渉、取得
　　　　　　　 街路築造工事設計
小鉄中付2～5　開通済

382,792

小鉄中付1　用地買収
小鉄中付2　工事完了、開通
小鉄中付3　工事完了、開通
小鉄中付4　工事完了、開通
小鉄中付5　工事完了、開通

B B

B B

○指標は概ね達成している。
○小鉄中付1の未買収地についてはJR東日本と交渉したが
用地取得まで至らなかった。
○小鉄中付2～5についてはH25年度末完成に向け工事を
進めている。
○事業に要する経費は、用地取得費、工事費であるため、
削減する余地はない。

24年度 44.3% ↓ 71,756

小鉄中付1  用地交渉、取得
小鉄中付2　開通時期調整
小鉄中付3　街路築造工事、地下埋設企業工事
小鉄中付4　街路築造工事(都建設局施行)
小鉄中付5　街路築造工事(都建設局施行)

44.3% 66,152

評価の説明

23年度
H20
39.0%

整備 80,741

小鉄中付1　用地交渉、取得
小鉄中付2　街路築造工事
小鉄中付3　街路築造工事、地下埋設企業工事
小鉄中付4　街路築造設計(都建設局施行)
小鉄中付5　街路築造工事(都建設局施行)

41.2% 61,175

小鉄中付1　用地交渉
小鉄中付2　街路築造工事
小鉄中付3　街路築造工事、地下埋設企業工
事
小鉄中付4　街路築造設計(都建設局施行)
小鉄中付5　街路築造工事(都建設局施行)

B

関連する法令・計画等 都市計画法、連続立体交差化に関する手引書 担当課 都市計画課、道路管理課

計画（Ｐlan） 実施（Ｄo） 評価（Check）

具体的取組内容 実施経過・結果

基本事業
JR中央本線関連側道及び南北交差
道路の整備

A06-
18049

事業概要

目的（何のために） 鉄道の高架化に伴う、日照障害、騒音、振動、圧迫感等などからの環境保全対策。

主な事業 JR中央本線連続立体交差事業側道整備

実施方法（何をするか） 高架構造物に沿って住居が連たんしている区間には構造物側方に空間を確保し道路として整備する。

事務事業評価シート

施策 道路の整備 A06-18 成果活動指標 都市計画道路の整備率 重点プロジェクト



【環境と都市基盤】

１　施策の基本情報

施策名 A06-19

施策分野 A06

２　施策を構成する主な事業の評価 （事務事業評価シートより）

H23 H24 H25 H26 H27
指     標 - - - -

事業進捗 - - - -

効 率 性 - - - -

指     標
事業進捗
効 率 性
指     標
事業進捗
効 率 性
指     標
事業進捗
効 率 性

３　施策を構成する主な事業の事業費 （単位：千円）

担当課
H23

(決算)
H24

(決算)
H25

(決算)
H26

(決算)
H27

(予算)

- - - - - -

４　一次評価

５　最終評価

-

施策評価シート

人にやさしい交通環境の整備 総括担当

道路・河川 交通対策課

施策の方向性

道路の電線類地中化及び交通関連施設のバリアフリー化を推
進し、人にやさしい道路環境の整備を図ります。

関連課

交通対策課
まちづくり推進課

道路管理課

予算名称

事業名 成果活動指標
評価

※当該施策は、主な事
業の設定なし

※当該施策は、成果活動指標の設
定なし

-

事業名

26年度評価（-） （課題）
　放置自転車については、駐輪場整備状況を踏まえ、撤去料の引上げ等の強化の検討や自転車等
放置禁止区域内の放置自転車等の撤去などについても、関係機関や周辺店舗等と連携を図りなが
ら、対応を検討していく必要がある。

　主要道路における舗装等の段差改良や視覚障がい者誘導用標示の敷設を実施し、バリアフリー化を推進した。
また、事業認定を取得した都市計画道路において街路築造工事を行い、歩行空間の確保と電線類の地中化を
図った。その他、市民等からの連絡及び要望等により、必要に応じてカーブミラー等の設置等交通安全施設の充
実を図るとともに、放置自転車については、警察等関係機関と連携し指導に努めた。
　今後もこれらの取り組みを推進し、人にやさしい安全で快適な交通環境のさらなる整備を図っていく必要がある。

評価 （特記意見）

B

A・・・推進
B・・・一部課題あり
C・・・課題あり



【環境と都市基盤】

１　施策の基本情報

施策名 A06-20

施策分野 A06

２　施策を構成する主な事業の評価 （事務事業評価シートより）

H23 H24 H25 H26 H27
指     標 - - B B

事業進捗 Ａ Ａ Ａ Ａ

効 率 性 Ｂ Ａ A A

指     標

事業進捗

効 率 性

指     標

事業進捗

効 率 性

指     標

事業進捗

効 率 性

３　施策を構成する主な事業の事業費 （単位：千円）

担当課
H23

(決算)
H24

(決算)
H25

(決算)
H26

(決算)
H27

(予算)

自転車対策に要する経費(一部) 交通対策課 8,038 2,604 214,849 0 3,780

４　一次評価

５　最終評価

施策評価シート

公共交通機関の整備 総括担当

道路・河川 交通対策課

施策の方向性

駅前広場の整備、路線バスやコミュニティバスの充実、駐輪場
の整備などにより、円滑で利便性に優れた交通環境の整備を
促進する。

関連課

交通対策課

予算名称

事業名 成果活動指標
評価

駐輪場の整備 駐輪場の不足台数

駐輪場の整備

事業名

26年度評価（　B　） （課題）
　指標は目標を達成しているが、地区別では過不足が生じている。市域全体の配分の見直しを含
め、27年度の計画でもあるとおり、民間資金等を活用しながらの整備に努める必要がある。
　自転車駐車場全体として、受益者負担の適正化の視点から使用料の見直し及び放置自転車撤去
料について早急な検討が必要である。

・平成２6年度に予定されていた武蔵小金井南第１自転車駐車場の整備については予定どおり完了した。
・小金井市自転車等駐車場整備計画にある目標台数の総合計は達成しているが、武蔵小金井駅周辺は依然と
して不足している。
・武蔵小金井駅南第１自転車駐車場整備については、民間資金等での活用により歳出抑制に寄与した。

評価 （特記意見）
　26年度に整備した武蔵小金井駅南第１自転車駐車場整備については、民間資金等の活用によ
り、効率的に進めることができた。B

A・・・推進
B・・・一部課題あり
C・・・課題あり



【　基　本　情　報　】

【　「主な事業」に対する評価等　】

成果活
動指標

事業
進捗

予算額
(千円)

指標
結果

決算額
(千円)

指標
事業
進捗

効率性

○ 推進

現状維持

改善

縮小

完了・中止

評価を踏まえた今
後の展開（Action）

○展開/課題
展開
武蔵小金井駅地区については、武蔵小金井北第２自転車置場を含めた西側高架下自転車駐車場北側部分の事業用地について、東京都より権利変換された後、自転車駐車場整備に着手する。また、中町４丁目自転車置
場についても、有料化を含めた検討を進め、共に民間資金等での活用により長期安定的な自転車駐車場運営を図る。　東小金井駅周辺については、東側高架下の活用方法について一定の方針が示されており、基本設計
に着手する。

課題
・武蔵小金井駅周辺は、上記自転車駐車場の整備により目標台数に到達する予定であるが、今後の第二地区の再開発等による既存の自転車駐車場の閉鎖が予定されており、不足することとなる。
・東小金井駅周辺は、現状では目標台数に到達しているが、将来の区画整理事業の進捗状況等により既存の自転車駐車場の閉鎖が予定されており、今後不足する恐れがある。

A A

○総台数では目標を達成しているが、武蔵小金井駅周辺は依然と
して不足している。
○目標台数　11,600台（武蔵小金井駅周辺6,150台、東小金井駅
5,450台）※小金井市自転車等駐車場整備計画より
○武蔵小金井駅南第１自転車駐車場については、民間資金等での
活用により歳出抑制に寄与した。

27年度 0台 ↓ 3,780

東小金井駅東側高架下自転車駐車場基本
設計
武蔵小金井駅西側高架下北側事業用地自
転車駐車場開設工事
中町４丁目自転車置場内自転車駐車場整備
工事

○総台数では目標を達成しているが、武蔵小金井駅周辺は依然と
して不足している。
○目標台数　11,600台（武蔵小金井駅周辺6,150台、東小金井駅
5,450台）※小金井市自転車等駐車場整備計画より
○武蔵小金井駅西側高架下については、民間資金等での活用に
より歳出抑制に寄与した。

26年度 688台 ↓ 0
武蔵小金井南１自転車駐車場建替及び開設
工事

△1,567
台 0

駐輪場収容台数　13,167台（武蔵小金井駅周辺5,856台、東小金井駅周辺
7,311台）

旧武蔵小金井駅南第１自転車駐車場の老朽化に伴う建て替え工事及び開
設準備等を行い、（開設は４月１日）民間資金等での活用の中で整備及び開
設に至った。
（武蔵小金井駅南第１自転車駐車場938台）

Ｂ

△629台
214,849

駐輪場収容台数　12,229台（武蔵小金井駅周辺4,918台、東小金井駅周辺
7,311台）
東小金井北第１自転車駐車場（529台）を開設した。
JR中央線の高架化に伴い、東小金井駅及び武蔵小金井駅の共に西側高架
下に自転車駐車場の整備及び開設準備等を行った。（東小金井側開設は４
月１日）武蔵小金井駅西側高架下については、民間資金等での活用の中で
整備及び開設に至った。
（武蔵小金井駅西側高架下1,992台、東小金井駅西側高架下1,340台）

Ｂ A A

駐輪場収容台数　10,826台
JR中央線の高架化に伴い、東小金井駅西側高架下に自転車駐車場を開設
するため、設計を行った。
武蔵小金井駅西側高架下については、民間の資金等を活用し整備を進める
こととした。

- A A

○指標については、前年度同様。
○武蔵小金井駅、東小金井駅とも計画どおりに進捗した。
○武蔵小金井駅地区においては、民間資金を活用して効率性を高
めた。

25年度 1,377台 ↓ 231,618

東小金井北第１自転車駐車場の開設工事
東小金井駅西側高架下自転車駐車場開設
工事
武蔵小金井駅西側高架下自転車駐車場開
設工事

A B

○指標は、平成２１年度に実施した自転車等駐車場整備計画報告
書より算出した数値であり、同様の調査を行っていないため把握し
ていない。
○武蔵小金井駅周辺に、計画どおり自転車駐車場を新設した。

24年度 2,067台 整備 2,604
武蔵小金井駅、東小金井駅及び新小金井駅
周辺における自転車駐車場の整備を行う。
東小金井駅西側高架下自転車駐車場設計

- 2,604

評価の説明

23年度
Ｈ２０
2,755台

推進 8,400
武蔵小金井駅、東小金井駅及び新小金井駅
周辺における自転車駐車場の整備を行う。
武蔵小金井南第７自転車駐車場の新設

- 8,038
駐輪場収容台数　11,703台
武蔵小金井南口再開発事業の進捗に合わせて、武蔵小金井南第７自転車
駐車場（165台）を新設した。

-

関連する法令・計画等 有料自転車駐車場条例、小金井市自転車等駐車場整備計画 担当課 交通対策課

計画（Ｐlan） 実施（Ｄo） 評価（Check）

具体的取組内容 実施経過・結果

基本事業 駐車場・駐輪場の整備
A06-
20056

事業概要

目的（何のために） 円滑で利便性に優れた交通環境の整備

主な事業駐輪場の整備

実施方法（何をするか） 駐輪場の整備

事務事業評価シート

施策 公共交通機関の整備 A06-20 成果活動指標 駐輪場の不足台数 重点プロジェクト みどりと環境プロジェクト



【環境と都市基盤】

１　施策の基本情報

施策名 A06-21

施策分野 A06

２　施策を構成する主な事業の評価 （事務事業評価シートより）

H23 H24 H25 H26 H27
指     標 B B B Ｂ

事業進捗 B B B Ｂ

効 率 性 B B B Ｂ

指     標

事業進捗

効 率 性

指     標

事業進捗

効 率 性

指     標

事業進捗

効 率 性

３　施策を構成する主な事業の事業費 （単位：千円）

担当課
H23

(決算)
H24

(決算)
H25

(決算)
H26

(予算)
H27

(予算)

環境政策課 4 14 14 13 13

４　一次評価

５　最終評価

施策評価シート

河川などの整備 総括担当

みどりと水 環境政策課

施策の方向性

東京都が行う野川自然再生事業の推進に協力し、野川周辺
の豊かな自然を取り戻す。

関連課

環境政策課

事業名 成果活動指標
評価

自然再生事業（野川調
節池周辺）の推進

自然再生事業の進捗状況

事業名 予算名称

自然再生事業（野川調節池
周辺）の推進

環境対策事務に要する経費

A・・・推進
B・・・一部課題あり
C・・・課題あり

　野川自然再生事業は順調に進捗しており、今後も野川流域連絡会への参加及び活動支援施設への支援を継
続し、野川周辺の自然環境の保全に寄与していくべきものである。

評価 （特記意見）

B

26年度評価（-） （課題）
　野川自然再生事業については、緑や生き物といった自然環境を地域の方々とともに復元が図れる
よう今後とも東京都と連携・協力しながら、野川周辺の自然環境の保全に努めていく必要がある。



【　基　本　情　報　】

【　「主な事業」に対する評価等　】

成果活
動指標

事業
進捗

予算額
(千円)

指標
結果

決算額
(千円)

指標
事業
進捗

効率性

推進

○ 現状維持

改善

縮小

完了・中止

27年度
第２期事
業

↓
河川の改修にあたっては、清流の確保とと
もに親しみやすい河川の整備を東京都に要
望する。

26年度

河川などの整備 A06-21

親水空間の確保
A06-
21058

河川の改修にあたっては、清流の確保とと
もに親しみやすい河川の整備を東京都に要
望する。

13

野川第一・第二調節池地区自然再生協議会には行政委員として環
境政策課長及び生涯学習課長が参加しており、必要事項において
東京都に要望するとともに、東京都北多摩南部建設事務所との協
定により、自然再生区域内の活動支援施設の維持管理費用の一部
を負担している。

B

実施経過・結果

BB4

14

14

13

河川の改修にあたっては、清流の確保とと
もに親しみやすい河川の整備を東京都に要
望する。

36

36

第２期事
業

↓

25年度
第２期事
業

↓
河川の改修にあたっては、清流の確保とと
もに親しみやすい河川の整備を東京都に要
望する。

14

B

野川第一・第二調節池地区自然再生協議会には行政委員として環
境政策課長及び生涯学習課長が参加しており、必要事項において
東京都に要望するとともに、東京都北多摩南部建設事務所との協
定により、自然再生区域内の活動支援施設の維持管理費用の一部
を負担している。

24年度
第２期事
業

↓
河川の改修にあたっては、清流の確保とと
もに親しみやすい河川の整備を東京都に要
望する。

B B

第１期事
業

第２期事
業

担当課 環境政策課

計画（Ｐlan） 実施（Ｄo） 評価（Check）

具体的取組内容 評価の説明

基本事業

事業概要

目的（何のために） 河川環境の再生のため

主な事業自然再生事業（野川調節池周辺）の推進

実施方法（何をするか） 野川第一・第二調節池地区自然再生協議会への参加

関連する法令・計画等

事務事業評価シート

施策 成果活動指標 自然再生事業の進捗状況 重点プロジェクト

B B

評価を踏まえた今
後の展開（Action）

第２期事
業

第２期事
業

○野川第一・第二調節池地区自然再生協議
会に参加
○活動支援施設の維持管理費用の負担

○野川第一・第二調節池地区自然再生協議
会に参加
○活動支援施設の維持管理費用の負担

23年度
第１期事
業

推進

B B
○野川第一・第二調節池地区自然再生協議
会に参加
○活動支援施設の維持管理費用の負担

13

○展開/課題
　野川自然再生事業は順調に進捗しており、今後も野川流域連絡会への参加及び活動支援施設への支援を継続し、野川周辺の自然環境の保全に寄与していくものである。

B

野川第一・第二調節池地区自然再生協議会には行政委員として環
境政策課長及び生涯学習課長が参加しており、必要事項において
東京都に要望するとともに、東京都北多摩南部建設事務所との協
定により、自然再生区域内の活動支援施設の維持管理費用の一部
を負担している。

B

自然再生事業の計画は、当初計画から第一次計画の未整備部に
ついて整備の形態を一部変更しているため、計画より遅れているが
事業は進捗している。
野川第一・第二調節池地区自然再生協議会には行政委員として環
境政策課長及び生涯学習課長が参加しており、必要事項において
東京都に要望するとともに、東京都北多摩南部建設事務所との協
定により、自然再生区域内の活動支援施設の維持管理費用の一部
を負担している。

○野川第一・第二調節池地区自然再生協議
会に参加
○活動支援施設の維持管理費用の負担


